
大学番号：６９

平成17事業年度に係る業務の実績に関する報告書

平 成 1 8 年 ６ 月

国 立 大 学 法 人
鳴 門 教 育 大 学





○ 大学の概要

（１）現況
① 大学名
国立大学法人鳴門教育大学

② 所在地
徳島県鳴門市鳴門町高島字中島７４８番地

③ 役員の状況
学長：高橋 啓（平成１６年４月～平成２０年３月３１日）
理事数 ３人（うち非常勤１人）
監事数 ２人（うち非常勤２人）

④ 学部等の構成
学校教育学部
大学院学校教育研究科
地域連携センター
実技教育研究指導センター
高度情報研究教育センター
心身健康研究教育センター
小学校英語教育センター
教員教育国際協力センター
附属小学校
附属中学校
附属養護学校
附属幼稚園

⑤ 学生数及び教職員数（平成１７年５月１日現在） （ ）内は留学生で内数
＜学生数＞
学校教育学部 ４７４人（ ３人）
大学院学校教育研究科 ５２４人（４３人）
附属小学校 ６８６人
附属中学校 ４６６人
附属養護学校 ６０人
附属幼稚園 １４６人

＜教員数＞
大学 １６６人
附属小学校 ２４人
附属中学校 ２１人
附属養護学校 ２９人
附属幼稚園 ７人

＜職員数＞ １１１人

（２）大学の基本的な目標等

鳴門教育大学は，２１世紀に生きる人間として豊かな教養を培い，地球的視野に立って
総合的に判断できる力量の形成に努め，教育者として子どもに対する愛情と教育に対する
使命感を醸成し，教育に関する専門的知識を深めるとともに，教育の今日的課題に応える
ことのできる教員養成を目的とする「教員のための大学」である。
この目的のもとに，学部では，教員としての必要な基礎的・実践的な資質や能力を習得
し，広い視野に立って教育活動を実施し，地域の教育課題に応え，教育の改善に役立つこ
とのできる教員の養成を行う。大学院では，教育に関する専門職として必要な資質や能力
の向上を図り，学校教育の創造に主体的に取り組むことのできる高度な実践的力量を涵養
する。さらに，学部，大学院が連携した教育を推進して優れた教育実践力をもつ教員を養
成し，新しい時代にふさわしい学校教育の発展に寄与することを基本的な目標とする。

具体的には，以下の事項について重点的に取り組む。
○ 学校教育の課題に応えるため教育実践学を中核とする教員養成カリキュラムを構築
する。
○ 教育実践学を中核とした学部・修士の６年間を見通した教員養成を目指すととも
に，学校教育や教科教育の課題を明確にできる実践的能力をもった教員を養成する。
○ 教育に関する専門職として高度な実践的力量の形成並びに専門的知識の深化を図る
ために大学院を整備・充実する。
○ 学校における危機管理に係る教育研究を実施する。
○ 学校教育の今日的課題に応える教育研究を推進する。
○ 附属学校園の役割・機能充実のために新たなパートナーシップを確立し，教育課題
の開発，実践的な研究を推進する。
○ 県・市教育委員会との共同研究を推進するとともに，学校や社会と連携して学校教
育の改善に取り組む。
○ 客員研究員を含む外国人研究者の招聘，大学教員及び大学院生の海外派遣，国際学
術交流協定締結校との学生交流など国際的な学術交流及び学生交流を推進する。
○ 中期目標の達成状況や社会のニーズを踏まえ，目標・計画を適宜見直す。
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全 体 的 な 状 況

国立大学法人として新たな出発を迎え，中期目標・中期計画のもと，豊かな人間性と幅 (４) 平成１６年度にとりまとめた外部研究資金を確保するための方策を基に，科学研
広い教養・高度な専門的能力を備えた優れた教員の養成を目指し，法人として取り組むべ 究費補助金に特化した「科学研究費補助金申請に向けての取り組み」を策定し，研
き内容を明確にするとともに，その組織を確立し，法人化の利点を生かした新しい制度で 究の推進に努めた。
大学運営に取り組んできた。
本学の中期目標・中期計画に基づいた平成１７年度年度計画は，順調に実施することが (５) 本学を含む四国地区国立５大学と独立行政法人産業技術総合研究所との間におい
できたと考える。 て，産学連携に関する協定を平成１７年８月に締結した。

３ 社会連携・地域貢献の推進Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
， ， ， ， ， ，１ 教育に関する事項 (１) 本学の教員が 無料で学校教員 児童・生徒 保護者を対象に 講演 授業実践

(１) 大学院の定員充足を目的とし，各都道府県の教育委員会（３２箇所）に対する派 指導方法や課題解決の指導等を行う 「教育支援講師・アドバイザー等派遣事業」を，
。 ． （ ） 。遣要請活動及び全国１２会場での大学院説明会において本学大学院のＰＲ活動に努 積極的に推進している 登録者割合は全教員の６７ １％ 目標値６５％ である

。 ， 。めた また 学会や公開講座の場においても募集要項・パンフレット等を配付した
昨年度に引き続き本学大学院生を入試広報協力員として委嘱し広報活動を行うと (２) 鳴門市の子ども達のための”美術の広場”を築き，次代を担う子ども達の教育を
ともに本学同窓会員に対しても広報活動への協力を依頼した。 地域ぐるみで活性化させるために，大塚国際美術館及び鳴門市との連携による地域

文化教育プロジェクト（Ｎ＊ＣＡＰ）を立ち上げワークショップを開催するなど，
(２) 教育の成果に関する目標を達成するための措置として，教育実践学を中核とした 小学生を対象に多様な鑑賞・表現活動を行った。
教員養成を行うため，学士課程において本学独自の教員養成コア・カリキュラムを
開発し，平成１７年度入学生から適用した。 (３) 他大学等との連携・協力についての状況

① 徳島県内の大学と徳島県教育委員会との連携に関する連絡協議会
(３) 多様な学生に対し，授業終了後も相談室を利用することができるように，学生総 ② 鳴門教育大学と徳島県教育委員会との連携に関する覚書に基づき徳島県教育委
合相談室の受付時間を前年度より３０分間延長し，１８時３０分までとした。 員会との共催で，協議会を年２回開催している。また，本協議会の下に「大学・
また，この利用時間に対応するため，相談室の窓口対応者が交代で待機する体制 学校間連携部会 「教員養成・研修部会」及び「生涯学習ネットワーク部会」の」，

（ 【 】 ）をとっている。 ３つの部会があり それぞれ年３回程度開催されている， 。 別添資料編 40 参照

４ 国際交流の推進(４) 教員就職支援チーフアドバイザー等と各講座等の教職員が連携して，模擬面接・
模擬授業等の指導を行うなど全学的取り組みを行い，学生の実践的教育力の向上に (１) 発展途上国の教育課程に対応した国際教育協力の計画・実施・評価に係る研究・
努めた。 開発を進めるとともに，国際的視野を持った人材を養成し，本学の豊富な国際教育
各教育委員会を訪問し，教員需要の情報収集を行い，学生に情報提供を行った。 協力経験を社会に還元，貢献するために， 教員教育国際協力センターを設置した。
本学に各都道府県の人事担当者を招いての教員採用試験説明会について，前年度
から実施回数を増やすことにより充実を図った 平成１６年度の４都道府県市から (２) 南アフリカ共和国やラオス人民民主共和国の理数科教員の資質の向上や指導法の。（ ，
平成１７年度は７都道府県市に増加） 改善を図るため，両国の現職の教員を研修員として受入れている。また，アフガニ

スタン・イスラム共和国の平和・安定・成長に向けた教育分野の復興に貢献するた
(５) 大学院生に対する就職支援業務（進路指導及び進路相談を含む）の強化について め本学教員を発展途上国に派遣するなど，教育の振興に貢献している。
検討を重ね，平成１８年度から大学院生就職支援アドバイザー（教育現場経験者：

５ 附属学校と大学との連携非常勤）を配置することとした。
(１) 大学教員の専門性を生かした授業として，附属小学校では９教科を，附属中学校
では，必修教科,選択教科の授業を実施した。２ 研究に関する事項

(１) 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置として，小学校の (２) 附属学校に関する目的を達成するために，附属学校教員による学部授業を支援す
英語教育支援（担当者養成，研修，研究等）のため 「小学校英語教育センター」を るための措置として，平成１６年度に確立した制度に基づき，教育支援のために附，
平成１７年度に開設した。 属学校教員が教員養成実地指導講師として学士課程での授業を担当した。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化(２) 平成１６年度から引き続き検討を重ねてきた教員組織（第１部）の改組構想に教
１ 運営体制の改善職大学院構想を加え，教育研究活動を推進するための教員組織の見直しについて検

討した。なお，教職大学院は本学学校教育研究科に高度学校教育実践専攻として平 (１) 学長がリーダーシップを発揮する大学運営体制として，学長補佐制度を平成１７
成２０年度に設置する予定である。 年１２月から導入し，学長の指示する特定分野（教育連携，研究開発及び入試広報

業務）に関してサポートを行い，円滑な業務の遂行に努めた。また，学長の指示す
(３) 教育研究活動等の業績評価を昇給及び勤勉手当に反映させるための「業績評価を る重要事項（広報業務）をサポートする学長特別補佐制度（学外者）について検討
反映する給与システムについて」を定め，平成１８年度から実施することとした。 を行い，平成１８年度から導入することとした。
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２ 経費の抑制(２) 学長室懇談会（概ね週１回）及び部長等連絡会（概ね月１回）を設置し，定期的
に開催し，役員等間の意思の疎通を図るとともに，諸課題等について協議し，迅速
かつ円滑な大学運営が図れる体制とした。 (１) 平成２１年度までに概ね４％の人件費を削減するため，今後４年間の人件費削減

， 。及び人員削減計画を策定し それに応じた人員の削減を平成１８年度より実施する
２ 外部有識者の積極的活用
カリキュラム及び教員研修について検討するため 「２１世紀の教員養成・教員研 (２) 平成１６年度に業務コスト節減検討ワーキング・グループにおいて検討した「業，

」 ， ， ，修等の在り方に関する検討会議」を設置し，社会のニーズを反映させるため，教育委 務コスト節減対策 に基づき 電力需給契約の変更 暖房期間・暖房時間の見直し
員会関係者を構成員に加えている。また，教職大学院設置に向け「教員養成専門職大 印刷物の電子化・部数の見直し等を行い 管理経費について対前年度比１ ７％ 約， ． （
学院検討部会」を設置し，構成員に教育委員会関係者３人を学外委員として加え，外 ５百万円）の節減を図った。

（別添資料編【5-3 【45】参照）部委員からの意見を大学運営に反映させている。 】，
(３) 平成１６年度に策定した「業務外部委託年次計画」に基づき，図書契約事務，学
内使送業務，附属小学校給食調理業務の３件を外部委託した。また，平成１８年度
から旅費計算業務，附属図書館目録データ入力業務を外部委託するための諸準備を３ 教育研究組織の見直し
行った （5,637千円削減）。

(１) 法人化に伴いセンターそれぞれが文部科学省令適用外となったことなどに鑑み，
３ 財政計画の見直し及び財務分析・コスト分析の実施国立大学法人として充実させなければならない分野，業務を見直し，それぞれのセ

ンターの独自性を生かしつつ，業務の一元化と機能の充実を図るため，平成１７年
４月から，既存の４センターを地域連携センター，実技教育研究指導センター，高 (１) 平成１６年度に策定した財政計画を見直し，新たな財政計画「中期的財政の見通
度情報研究教育センター及び心身健康研究教育センターに改組した。また，実技教 しと今後の大学運営について」を策定した。
育研究指導センターを学部附属教育研究施設から学内共同教育研究施設とすること
により，学部学生に限らず大学院生等に対する教育指導を充実させた。 (２) 財務情報に基づく取り組み実績の分析

① 財務分析を行い，運営費交付金比率，人件費率，外部資金比率，自己収入比率，
(２) 本学の基本目標である「教育の今日的課題に応えることのできる教員養成」に基 教育経費比率，研究経費比率等のデータを活用し，業務外部委託による人件費の削
づき，今後我が国の小学校英語教育の発展に寄与し，小学校への英語教育導入が円 減，公募型事業等の外部資金の獲得，教育経費の予算配分率のアップ等に努めた。
滑かつ適切に行われるよう 「小学校英語教育センター」を，また，国際的視野を持 ② コスト分析を行い，収入を伴う事業等（入試・学生募集，公開講座，職員宿舎，，
った学生を養成すると共に，本学の豊富な国際教育協力経験を社会に還元し貢献す 学生宿舎，非常勤講師等宿泊施設，文献複写）のコスト率（収入に対する支出の割
るため 教員教育国際協力センター を それぞれ平成１７年度に設置し 教員 ３ 合）が１００％を超えるものについて，見直し・改善を行った。，「 」 ， ， （
） ， 。人 は教職員の定数管理計画に基づく学長留保定員制度を活用し 配置・整備した

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
４ 人事の適正化

１ 評価の充実
(１) 教員人事の活性化と流動性を高めるため 「国立大学法人鳴門教育大学教員の任期，
に関する規程」及び「国立大学法人鳴門教育大学教員の再任手続きに関する細則」 平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に基づき，
を制定し，平成１８年４月１日から施行することとした。 教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制定し，平成１８

年度から実施することとした。
(２) 平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に基づ 講座及び教員に対し，学長の定める重点目標及び分野別（教育，研究，大学運営，地
き，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制定した。 域貢献）の項目について自己点検・評価並びに業績評価を実施した。
また，業績評価の評価結果を給与に反映させるため 「業績評価を反映する給与 自己点検・評価結果は講座及び教員に通知するとともに，給与決定等，教育研究費配，
システムについて」を制定し，平成１８年度から実施する。 分に活用することにより，教育の質の向上及び大学運営に反映させる。

２ 情報公開等の推進Ⅲ 財務内容の改善

積極的な情報公開及び情報発信を行うため，本学の学生及び教職員の協力（学生１ 外部研究資金その他の自己収入の増加
の協力体制の確立）を得て，本学のウェブページを平成１８年４月から全面リニュー

(１) 文部科学省から講師を招いて科学研究費補助金説明会を開催した。 アルすることとした。
教育研究費の配分にも活用する業績評価に，科学研究費補助金の申請・採択状況

Ⅴ その他業務運営に関する特記事項を評価項目に組み込むことにより，各教員の外部資金獲得に対するインセンティブ
向上に努めることとした。

１ 施設設備の整備・活用本学ウェブページ上の「補助金・助成金情報」について，内容を充実した。
平成１８年度に戦略的教育研究開発室を設置し，その下部組織として，既存の研
究開発専門部会（ＧＰ）及び科学研究費補助金プロジェクト検討会議を置くことに 施設のマネジメントに関する重要事項の検討結果を踏まえ，抽出したスペースを，就
ついて検討した。 職支援を充実させるために就職支援室の拡充及び長期履修生を対象とした連絡室を新た

に設けて，平成１８年度より使用することとした。

２ 安全管理(２) 独立行政法人国際協力機構から「アフガニスタン国教師教育強化プロジェクト」
を民間のコンサルタント会社と共同で受託し，外部資金を獲得した。 鳴門市の協力を得て，地域住民と合同で南海・東南海地震による津波の発生を想定し

て，避難訓練を行った。また，危機管理に対応できる体制（新型インフルエンザに関す
る情報収集体制等）を整備した。
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（Ｈ１７．３．３１）（３） 大学の機構図
人 間 形 成 講 座

学 校 改 善 講 座

授 業 開 発 講 座
第１部

国立大学法人 教 育 臨 床 講 座
鳴門教育大学

幼 年 発 達 支 援 講 座

障 害 児 教 育 講 座

経 営 協 議 会 総 合 学 習 開 発 講 座

役 員 会 言 語 系 教 育 ( 国 語 ) 講 座
教育運営評議会 第２部

言 語 系 教 育 ( 英 語 ) 講 座

学長 学校教育学部 社 会 系 教 育 講 座

理事（常勤） 自 然 系 教 育 ( 数 学 ) 講 座
第３部

理事（常勤） 自 然 系 教 育 ( 理 科 ) 講 座

理事（非常勤） 芸 術 系 教 育 ( 音 楽 ) 講 座
第４部

芸 術 系 教 育 ( 美 術 ) 講 座

生 活 ・ 健 康 系 教 育
( 保 健 体 育 ) 講 座

監 事
第５部 生活・健康系教育(技術)講座

生活・健康系教育(家庭)講座

附属実技教育研究指導センター
センター部

学 校 教 育 実 践 セ ン タ ー

鳴 門 教 育 大 学 情 報 処 理 セ ン タ ー
総 務 課

保 健 管 理 セ ン タ ー
会 計 課

総 務 部
附 属 小 学 校 施 設 課

附 属 中 学 校 情報図書課
附属学校部

附 属 養 護 学 校 教 務 課

附 属 幼 稚 園 教 務 部 学 生 課

事 務 局 入 試 課

国立大学法人鳴門教育大学
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（Ｈ１８．３．３１）人 間 形 成 講 座

学 校 改 善 講 座

授 業 開 発 講 座
第１部

国立大学法人 教 育 臨 床 講 座
鳴門教育大学

幼 年 発 達 支 援 講 座

障 害 児 教 育 講 座

経 営 協 議 会 総 合 学 習 開 発 講 座

役 員 会 言 語 系 教 育 ( 国 語 ) 講 座
教育運営評議会 第２部

言 語 系 教 育 ( 英 語 ) 講 座

学長 学 長 特 別 補 佐 学校教育学部 社 会 系 教 育 講 座

理事（常勤 学 長 補 佐 自 然 系 教 育 ( 数 学 ) 講 座
第３部

理事（常勤） 学 長 補 佐 自 然 系 教 育 ( 理 科 ) 講 座

理事（非常勤） 学 長 補 佐 芸 術 系 教 育 ( 音 楽 ) 講 座
第４部

芸 術 系 教 育 ( 美 術 ) 講 座

生 活 ・ 健 康 系 教 育
( 保 健 体 育 ) 講 座

監 事
第５部 生活・健康系教育(技術)講座

生活・健康系教育(家庭)講座

地 域 連 携 セ ン タ ー

実技教育研究指導センター
鳴 門 教 育 大 学 センター部

高度情報研究教育センター

心身健康研究教育センター

小学校英語教育センター 総 務 課

教員教育国際協力センター 会 計 課
総 務 部

附 属 小 学 校 施 設 課

附 属 中 学 校 情報図書課
附属学校部

附 属 養 護 学 校 教 務 課

附 属 幼 稚 園 教 務 部 学 生 課

事 務 局 入 試 課

国立大学法人鳴門教育大学
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項 目 別 の 状 況

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（１）教育の成果に関する目標

1) 学校教育の課題に応えるために教育実践を中核とする教員養成カリキュラ
ムを構築する。中
2) 教育実践学を中核とした学部・修士による６年間を見通した教員養成を目
指すとともに，学校教育や教科教育の課題を解明できる実践的能力を育成す期
る。
3) 大学院において，専門職大学院の設置を目指す。目
4) 教育の成果等を評価する体制を確立する。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学部教務【１】 【１】
（16～17）1)-① 平成１６年度までに，教 平成１６年度に開発した，教育実践に貢 平成１６年度に開発した，教育実践学を中核とする教員養成を行うためのコ

育実践に貢献できる教育者を育 献できる教育者を育成するためのコア・カ ア・カリキュラム（新カリキュラム）を平成１７年度入学生から適用した。
成するためのコア・カリキュラ リキュラムを本年度から実施する。
ムを開発し，平成１７年度から
実施し，教員として必要な基礎
的・基本的資質を養う。

学部教務【２】 【２】
（16～17）1)-② 平成１６年度までに，教 平成１６年度に構造化を図った，教養科 平成１６年度に開発した，教育実践を重視した新カリキュラムを平成１７年

育実践を重視する立場から，教 目・教育科学・教科専門・教科教育の新た 度入学生から適用した。
養科目・教育科学・教科専門・ な教育課程を，本年度から実施する。
教科教育の授業科目の構造化を
図り，平成１７年度から新たな
教育課程を実施する。

学部教務【３】 【３】
（16）1)-③ 平成１７年度までに，教 教養教育の見直しを図った新カリキュラムを平成１７年度入学生から実施し（16年度に実施済みのため，17年度は年度

養教育の見直しを図る。 た。計画なし）

学部教務【４】 【４】
（16～21）1)-④ 地域の学校での教育実践 地域の学校での教育実践（教育交流や実 教職意識の高揚のため，地域と連携した実地教育「ふれあい実習 「教員イ」，

（教育交流や実地教育等の臨床 地教育等の臨床的体験）を通して学生の教 ンターンシップ」を導入した新カリキュラムを平成１７年度入学生から適用し
的体験）を通して学生の教職意 職意識の高揚を図る。 た。
識の高揚を図る。

国立大学法人鳴門教育大学
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学部教務【５】 【５】
（16～21）1)-⑤ 自然体験 社会文化体験 自然体験，社会文化体験，合宿研修等を 社会性及び実践的能力やコミュニケーション能力を培うための実践・体験的， ，

合宿研修等を通して，教養教育 通して，教養教育や教科専門の基礎を体験 授業を取り入れた新カリキュラムを平成１７年度入学生から適用した。
や教科専門の基礎を体験的に身 的に身につけるとともに，社会性及び実践
につけるとともに，社会性及び 的能力やコミュニケーション能力を培う。
実践的能力やコミュニケーショ
ン能力を培う。

学部教務【６】 【６】
（16）学士課程 （16年度に実施済みのため，17年度は年度 教育実践学を中核とする新カリキュラムを平成１７年度入学生から適用した。

計画なし）2)-① 平成１６年度までに，教
育実践学を中核とする６年間を
見通した教員養成カリキュラム
を構築し，教員養成において育
成すべき教師像を明確化する。

学部教務【７】 【７】
（17）2)-② 平成１７年度までに，学 学士課程 平成１７年度入学生から新しい成績評価基準による成績評価を実施し，評価

部成績評価基準を再構築する。 平成１６年度に構築した学部成績評価基 の厳格化を図った。
準を本年度から実施する。

学部教務【８】 【８】
就職2)-③ 平成１６年度中に現行の 平成１６年度に取りまとめたキャリア教 ○キャリア教育の充実を図った授業科目を開設し，平成１７年度入学生から適
（16～18）就職指導のためのガイダンス等 育の実施計画に基づき，平成１８年度まで 用した。

， ， ，の内容を見直し，キャリア教育 に教員就職率が６０％以上になるよう取り ○初等中等教育実践基礎演習 ２年次生合宿研修 ３年次生合宿研修において
の実施計画をとりまとめ，平成 組む。 教員養成のためのキャリア教育を体系的に実施した。
１８年度までに，教員就職率が ○４年次生に対する，教職ガイダンスの内容を見直すとともに実施回数を週１
６０％以上になるよう，全学体 回から２回に増やした。
制で組織的・体系的に取り組む。 ○教員就職支援チーフアドバイザー等と各講座等の教職員が連携して，模擬面

接・模擬授業等の指導を行うなど全学的取り組みを行い，学生の実践的教育力
の向上に努めた。
○各教育委員会を訪問し，教員需要の情報収集を行い，学生に情報提供を行っ
た。
○本学に各都道府県の人事担当者を招いての教員採用試験説明会について，前
年度から実施回数を増やすことにより充実を図った （平成１６年度の４都道府。
県市から，平成１７年度は７都道府県市に増加）
○学生に複数県受験をするよう徹底指導した。
○就職支援室を拡充整備し，学生相談等の際にプライバシーを尊重する体制を
整えると共に，関係資料を充実した。

大学院教務【９】 【９】
（16）大学院課程 （16年度に実施済みのため，17年度は年度 平成１６年度に開発した，教育実践を重視した新カリキュラムを平成１７年

2)-① 平成１６年度までに，修 度入学生から適用した。計画なし）
士課程における教育実践を教育
研究の中核として教育実践研究
の充実を図り，教育専門職とし
ての高度な力量を養う。

国立大学法人鳴門教育大学
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

大学院教務【１０】 【１０】
（16）2)-② 平成１６年度までに，教 平成１６年度に開発した，教育実践を重視した新カリキュラムを平成１７年（16年度に実施済みのため，17年度は年度

育実践学の構築を目指し，授業 度入学生から適用した。計画なし）
科目の構造化と単位数や授業内
容の適正化を図る。

大学院教務【１１】 【１１】
（16）2)-③ 平成１７年度までに，教 平成１６年度に開発した，教育実践を重視した新カリキュラムを平成１７年（16年度に実施済みのため，17年度は年度

育に関する実践知や教育科学， 度入学生から適用した。計画なし）
教科専門，教科教育の各教科分
野の統合を図り，教育実践学の
学問的構造化を目指す。

大学院教務【１２】 【１２】
（17）2)-④ 平成１９年度までに，大 大学院課程 平成１７年度入学生から新しい成績評価基準による成績評価を実施し，評価

学院成績評価基準を再構築する。 平成１６年度に構築した大学院成績評価 の厳格化を図った。
基準を本年度から実施する。

就職【１３】 【１３】
（16～18）2)-⑤ 平成１６年度までに，教 平成１６年度にとりまとめた教員就職率 ○教職ガイダンスの内容を見直すとともに実施回数を週１回から２回に増やし

育関係就職率向上のための具体 向上のための方策を，本年度から計画的に た。
的方策をとりまとめ，全学体制 実施する。 ○教員就職支援チーフアドバイザー等と各講座等の教職員が連携して，模擬面
で組織的・体系的に取り組む。 接・模擬授業等の指導を行うなど全学的取り組みを行い，学生の実践的教育力

の向上に努めた。
○各教育委員会を訪問し，教員需要の情報収集を行い，学生に情報提供を行っ
た。
○本学に各都道府県の人事担当者を招いての教員採用試験説明会について，前
年度から実施回数を増やすことにより充実を図った （平成１６年度の４都道府。
県市から，平成１７年度は７都道府県市に増加）
○就職支援室を拡充整備し，学生相談等の際にプライバシーを尊重する体制を
整えると共に，関係資料を充実した。
○大学院生に対する就職支援業務（進路指導及び進路相談を含む）の強化につ
いて検討を重ね，平成１８年度から大学院生就職支援アドバイザー（教育現場
経験者：非常勤）を配置することとした。

改革推進【１４】 【１４】
（17～20）3)-① 専門職大学院の設置を目 平成１６年度に設置した教員養成専門職 教員養成専門職大学院設置に向け検討を行い 「鳴門教育大学における教職大，

指し，条件の整備を平成２０年 大学院検討部会において，引き続き検討を 学院設置構想」を作成した。また，構想に基づき設置に向け教育委員会との連
度までに行う。 行う。 携を図り，コラボレーションネットワーク構築に向け協議を行った。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

評価【１５】 【１５】
（16～18）4)-① 平成１６年度に，自己点 平成１８年度実施を目途に，教育活動を ○平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に

検・評価制度の見直しを行い， 充実させるための評価体制及び教育支援体 基づき，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制
平成１８年度までに教育活動の 制を確立する。 定した。
実施状況の評価をより充実させ ○講座及び教員に対し，学長の定める重点目標及び分野別（教育，研究，大学
る体制及び教育支援体制を確立 運営，地域貢献）の項目について自己点検・評価並びに業績評価を実施し，評
する。 価結果は平成１８年度の教育研究費配分に活用する。

○平成１８年度に，評価体制及び教育支援体制をより充実させるための検討を
行う。

評価【１６】 【１６】
（18,19）4)-② 平成１９年度までに，外 平成１７年度に制定した「自己点検・評価実施要領」に基づき，外部者を含（18年度から実施予定のため，17年度は年

部者を含めた教育評価体制を確 めた教育評価体制及び教育の質の向上や改善に結びつけるシステムについて検度計画なし）
立し，教育の質の向上や改善に 討することとした。
結びつけるシステムを確立する。
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国立大学法人鳴門教育大学

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（２）教育内容等に関する目標

1) 教育の成果に関する目標に則したアドミッション・ポリシーを明確にし，
教職に就く意欲と能力の高い学生及び現職教員，留学生，社会人の受入を促中
進する。
2) 時代の新しい要求に即した教育課程，教育方法，成績評価等を再構築し，期
教育内容の充実を図る。

目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学部入試【１７】 【１７】
（16,19）学士課程 （16年度の年度計画を受けて，19年度から 推薦入学，前期日程，後期日程試験における入学者の選抜方法の見直しを行

1)-① 平成１６年度までに，推 い，平成１８年３月に公表を行った。実施予定のため，17年度は年度計画なし）
薦入学，前期日程，後期日程試
験における入学者の選抜方法及
びアドミッション・ポリシーに
基づいた選抜方法の改善を図る。

学部入試【１８】 【１８】
（18～21）1)-② 平成１８年度以降，ＡＯ 推薦入学，前期日程，後期日程試験の選抜方法の見直しを行い，ＡＯ入試の（18年度から実施予定のため，17年度は年

（総合評価方式）入試を現状の 試験方法の検討について協議を行った。度計画なし）
試験方法と併せて総合的に検討
する。

大学院入試【１９】 【１９】
（16～21）大学院課程 都道府県の教育委員会，本学の学校教育 ○各都道府県の教育委員会（３２箇所）に対する派遣要請活動及び全国１２会

1)-① 都道府県の教育委員会， 学会や各専門分野の学会との協力のもと， 場での大学院説明会において本学大学院のＰＲ活動に努めた。また，学会や公
本学の学校教育学会や各専門分 本学の修士課程の目的や特色，研究成果を 開講座の場においても募集要項・パンフレット等を配付した。
野の学会との協力のもと，本学 積極的にＰＲし，修士学生の定員充足を図 ○昨年度に引き続き本学大学院生を入試広報協力員として委嘱し広報活動を行
の修士課程の目的や特色，研究 る。 うとともに，本学同窓会員に対しても広報活動への協力を依頼した。
成果を積極的にＰＲし，修士学
生の定員充足を図る。

大学院入試【２０】 【２０】
（16）1)-② 平成１６年度までに，都 大学院長期履修制度を発足させ，平成１７年度から実施した。（16年度に実施済みのため，17年度は年度

計画なし）道府県からの派遣による現職教
員，大学院修学休業制度による
現職教員及び社会人，学部卒業
後引き続き進学する者等，志願
者に応じた入学試験の方法を検
討し，実施する。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

大学院教務【２１】 【２１】
（16～21）1)-③ 教育実践学を志向した修 教育実践学を志向した修士学生の連合大 大学院教務委員会で連合大学院博士課程への進学を積極的に推進するととも

士学生の連合大学院博士課程へ 学院博士課程への進学を積極的に推進する に，修士課程学生に対して博士課程への修学指導を実施した（平成１７年度６。
の進学を積極的に推進する。 人 。）

大学院入試【２２】 【２２】
（18）1)-④ 平成１８年度までに，留 平成１７年度は，過去の留学生の受入数及び社会人の受入数の動向調査を行（18年度から実施予定のため，17年度は年

学生及び社会人の受け入れを促 った。度計画なし）
進するため，選抜方法の見直し
を行う。

学部教務【２３】 【２３】
（16,17）学士課程 学士課程 学校危機管理に関する授業科目として 「学校の危機管理」を開設し，平成１，

2)-① 平成１６年度までに，学 平成１６年度に構築した学校危機管理 学 ７年度入学生から適用した。（
） ，校危機管理（学校における安全 校における安全管理等 のカリキュラムを

管理等）に係るカリキュラムを 本年度から実施する。
構築し，平成１７年度から実施
する。

学部教務【２４】 【２４】
（16～21）2)-② 大学と附属間でＴＶ会議 大学と附属間でＴＶ会議システムやビデ 学部授業において，遠隔授業観察システム（ＴＶ会議システム）やビデオ装

システムやビデオ装置システム オ装置システムを活用した履修を推進する 置システムを利用し授業を実施した。。
を活用した履修を推進する。

学部教務【２５】 【２５】
（16～21）2)-③ 平成１６年度以降，教育 教育効果を高めるためのＴＴによる授業 平成１６年度に実施した模擬授業を基に，ＴＴによる授業を実施し，さらに

効果を高めるためのＴＴによる を推進する。 その内容を充実させるため 「ＴＴによる授業に関するアンケート調査」を実施，
授業を推進する。 した。

学部教務【２６】 【２６】
（17～21）2)-④ 平成１７年度以降，教員 教員養成学部として必須の模擬授業を採 模擬授業を取り入れたコア・カリキュラムを平成１７年度入学生から実施し

養成学部として必須の模擬授業 り入れた授業を推進する。 た。
を採り入れた授業を推進する。

学部教務【２７】 【２７】
（16～21）2)-⑤ 平成１６年度以降，全教 オフィスアワーを通じて，学生への相談 学生への相談体制の充実を図るため，授業概要（シラバス）にオフィスアワ

官によるオフィスアワーを設 体制の充実を図る。 ーの内容を記載した。また，各教員に「学生への相談体制に関するアンケート
け，学生への相談体制の充実を 調査」を実施し，推進方策の検討を行った。
図る。

学部教務【２８】 【２８】
（17～21）2)-⑥ 平成１７年度以降，現職 現職派遣大学院生による学部授業の補佐 学部学生に教育現場を理解させるための授業（初等中等教科教育実践Ⅰ）に

派遣大学院生による学部授業の 制度を導入し，学部学生への教育現場理解 おいて，現職大学院生を実地指導講師として委嘱し，授業を実施することによ
補佐制度を導入し，学部学生へ を促進させる。 り，学部学生の教育現場理解の促進に努めた。
の教育現場理解を促進させる。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学部教務【２９】 【２９】
（17～21）2)-⑦ 平成１７年度以降，留学 留学生の授業内容理解促進に配慮した英 短期交換留学生（特別聴講生含む）に対し，英語による授業を実施し，授業

生の授業内容理解促進に配慮し 語による授業を推進する。 理解の促進に努めた。
た英語による授業を推進する。

学部教務【３０】 【３０】
（18～21）2)-⑧ 平成１８年度以降，他大 現在，徳島大学との単位互換を実施しているが，さらに他大学との単位互換（18年度から実施予定のため，17年度は年

学との単位互換制度を充実させ についても資料他情報収集をし，検討を始めている。度計画なし）
る。

学部教務【３１】 【３１】
（16～21）2)-⑨ 平成１６年度以降，入学 入学時に購入させているパソコンの授業 各教員に対する パソコンを利用した授業に関するアンケート調査 を実施「 」 ，

時に購入させているパソコンの での活用率を増加させる。 集計のうえ，教育的側面から分析した結果をフィードバックし，授業の事前・
授業での活用率を増加させる。 事後学習に活用するなど，教員に周知した。

学部教務【３２】 【３２】
（17）2)-⑩ 平成１７年度までに，学 学部成績評価基準を電子シラバスに明示 平成１７年度から，学部成績評価基準を電子シラバスに明示した。

部成績評価基準を電子シラバス する。
に明示する。

学部教務【３３】 【３３】
（18～20）2)-⑪ 平成２０年度までに，卒 本学での卒業研究発表の実態を調査し，制度化に向けて準備を行っている。（18年度から実施予定のため，17年度は年

度計画なし）業研究発表を制度化する。

学部教務【３４】 【３４】
（16）2)-⑫ 平成１６年度までに，実 平成１６年度に開発した実地教育カリキュラムを，平成１７年度入学生から（16年度に実施済みのため，17年度は年度

地教育カリキュラムの改善を図 適用した。また，平成１６年度に作成した「実地教育の手引き」に基づき履修計画なし）
るとともに 実地教育の手引き 方法等についての説明会を開催した。「 」
を作成する。

大学院教務【３５】 【３５】
（17）大学院課程 大学院課程 平成１６年度に学部教育と連動した６年間を通じての教育実践学カリキュラ

2)-① 平成１７年度までに，学 学部教育と連動した６年間を見通した教 ムを構築し，平成１７年度入学生から適用した。
部教育と連動した６年間を見通 育実践学カリキュラムを構築する。
した教育実践学カリキュラムを
構築する。

大学院教務【３６】 【３６】
（16,17）2)-② 平成１６年度までに，学 平成１６年度に構築した学校危機管理 学 学校改善コースの専門科目として，学校危機管理に関する授業科目「学校危（

校危機管理（学校における安全 校における安全管理等 のカリキュラムを 機管理研究」を開設し，平成１７年度入学生から適用した。また，学校管理職） ，
管理等）に係るカリキュラムを 本年度から実施する。 養成のための新しい授業科目の検討を行い，平成１８年度入学生から適用する
構築し，平成１７年度から実施 こととした。
する。

大学院教務【３７】 【３７】
（17）2)-③ 平成１７年度までに，現 現職派遣大学院生に対する大学院教育実 平成１６年度に現職派遣大学院生に対する教育実践学カリキュラムを構築し，

職派遣大学院生に対する大学院 践学カリキュラムを構築する。 平成１７年度入学生から適用した。
教育実践学カリキュラムを構築
する。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

大学院教務【３８】 【３８】
（16）2)-④ 平成１７年度までに，教 平成１６年度に構築したカリキュラムを平成１７年度に受け入れた長期履修（16年度に実施済みのため，17年度は年度

員免許を持たない修士学生の教 学生に適用するとともに，教員免許取得に向け説明会を実施した。計画なし）
員免許取得を容易にさせるため
の長期履修学生制度を活用した
教員養成プログラムによる大学
院と昼間コースの学部を併用し
たカリキュラムを構築する。

大学院教務【３９】 【３９】
（18～20）2)-⑤ 平成２０年度までに，修 電子シラバスへの修士学生の授業評価結果の掲載について，レイアウト及び（18年度から実施予定のため，17年度は年

士学生の授業評価を電子シラバ 掲載内容等の検討を行った。度計画なし）
スに掲載し，教授方法及び授業
内容の改善に供する。

大学院教務【４０】 【４０】
（18～21）2)-⑥ 平成１９年度以降，現職 （18年度から実施予定のため，17年度は年

度計画なし）派遣大学院生及び学部卒院生の
特性に応じた修士研究指導を行
うとともに，特に専門性に秀で
ている学生に対して連合大学院
博士課程進学を考慮した修士研
究指導を推進する。

大学院教務【４１】 【４１】
（18,19）2)-⑦ 平成１９年度以降，１４ 平成１７年度に入学した昼夜開講制対象者に対し，サテライト講義利用の実（18年度から実施予定のため，17年度は年

条特例による修士学生が夜間授 状について調査を実施した。度計画なし）
業と通常勤務の両立を容易にす
るためにサテライト講義の開講
数を増やす。

大学院教務【４２】 【４２】
（18～21）2)-⑧ 平成１９年度以降，学部 平成１７年度に開催された附属学校授業研究発表会に修士学生を参加させ，（18年度から実施予定のため，17年度は年

卒の修士学生を附属学校での授 学校現場を体験する機会を提供した。度計画なし）
業補助に参加させ，学校現場で
の授業体験の機会を提供する。

大学院教務【４３】 【４３】
（18，19）2)-⑨ 平成１９年度以降，留学 大学院学生を対象とした授業評価アンケートにより，英語による授業内容の（18年度から実施予定のため，17年度は年

生の授業内容理解促進に配慮し 調査を実施した。度計画なし）
た英語による授業を推進する。

大学院教務【４４】 【４４】
（18～21）2)-⑩ 平成２０年度以降，情報 平成１６年度に設置した遠隔教育専門部会において，本学における遠隔教育（18年度から実施予定のため，17年度は年

環境を駆使したマルチメディア の実施に向けて，カリキュラム，システム，コンテンツ及び評価についての最度計画なし）
利用の授業を推進する。 終報告書をとりまとめた。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

大学院教務【４５】 【４５】
（17）2)-⑪ 平成１９年度までに，大 大学院成績評価基準を電子シラバスに明 平成１７年度から，大学院成績評価基準を電子シラバスに明示した。

学院成績評価基準を電子シラバ 示する。
スに明示する。

大学院教務【４６】 【４６】
（17～21）2)-⑫ １４条特例による修士学 １４条特例による修士学生にあっては， 平成１６年度に設置した遠隔教育専門部会において，本学における遠隔教育

生にあっては，インターネット インターネット等を活用した遠隔教育によ の実施に向けて，カリキュラム，システム，コンテンツ及び評価についての最
等を活用した遠隔教育による履 る履修を推進する。 終報告書をとりまとめた。
修を推進する。

大学院教務【４７】 【４７】
（17）2)-⑬ 平成１７年度までに，学 学校現場及び地域社会に貢献する臨床心 平成１６年度に学校現場及び地域社会に貢献する臨床心理士を養成するため

校現場及び地域社会に貢献する 理士を養成するためのカリキュラムを充実 のカリキュラムを開発し，平成１７年度入学生から適用した。
臨床心理士を養成するためのカ する。
リキュラムを充実する。

-15-



国立大学法人鳴門教育大学
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（３）教育の実施体制等に関する目標

1) 時代の新しい要求に即した教育研究組織に再編するとともに授業内容の特
性に応じた教育環境を整備する。中
2) 新たな評価制度の導入と評価を反映させるシステムを構築し，教員の質の
向上を図る。期
3) 教材開発，学習指導法の改善を通して，教育内容の質の向上を図る。
4) 附属図書館の教育支援体制を充実する。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

改革推進【４８】 【４８】
（16,17）1)-① 平成１６年度までに，学 学生のニーズに柔軟に対応し，かつ学部 平成１６年度から引き続き検討を重ねてきた教員組織（第１部）の改組構想

生のニーズに柔軟に対応し，か 教育と大学院教育の一体性を確立するため に教職大学院構想を加え，教育研究活動を推進するための教員組織の見直しに，
つ学部教育と大学院教育の一体 引き続き教育研究組織の再編について検討 ついて検討した。なお，教職大学院は本学学校教育研究科に高度学校教育実践
性を確立するため，教育研究組 する。 専攻として平成２０年度に設置する予定である。
織を再編し，教員定員の適正化
を図る。

学部教務【４９】 【４９】
大学院教務1)-② 平成１６年度までに，新 平成１６年度に引き続き，学校危機管理 学校危機管理に関する授業科目として，学士課程では新カリキュラムに「学
（16,17）たに学校危機管理（学校におけ に係る分野の教育研究活動を行う体制を整 校の危機管理」を開設し，平成１７年度入学生から適用した。また，大学院課

る安全管理等）に係る分野の教 備する。 程では 「学校危機管理研究」を開設し，平成１７年度入学生から適用した。な，
育研究活動を行う体制を整備す お，平成１８年度入学生から学校改善コースの中に学校管理職養成分野として
る。 カリキュラムを適用させるための諸準備を行った。

学部教務【５０】 【５０】
（18,19）1)-③ 平成１９年度までに，学 複数講座の教員が担当する授業科目の開設責任について，教務委員会におい（18年度から実施予定のため，17年度は年

部教育において免許法に規定さ て検討した。度計画なし）
れている授業科目に対して，教
員の所属講座に捉われない授業
科目担当者配置方策を策定す
る。

人事【５１】 【５１】
学部教務1)-④ 附属学校園の教員を大学 附属学校園の教員に，学部の授業におい 学部授業において，新カリキュラムである授業科目「初等中等教育実践基礎
（17～21）の非常勤講師として任用し，実 て実践的教育指導を担当させる。 演習」及び「初等中等教科教育実践Ⅰ」の担当者として実践的教育指導を行っ

践的教育指導を担当させる。 た。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

教研評【５２】 【５２】
（16）1)-⑤ 附属学校園 教育委員会 平成１６年度に締結した「徳島県教育委員会と国立大学法人鳴門教育大学の， ， （16年度に実施済みのため，17年度は年度

公立学校の教職員を大学の教員 人事交流に関する協定」に基づき，徳島県教育委員会指導主事（小学校教員）計画なし）
として採用する制度を確立する。 を心身健康研究教育センター心理・教育相談分野の相談業務及び大学院生の指

導に当たる教員（講師）として，平成１７年度から採用した。

評価【５３】 【５３】
（17）2)-① 平成１７年度までに，評 評価結果を教育システムにフィードバッ ○平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に

価結果を教育システムにフィー クするための制度を確立する。 基づき，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制
ドバックするための制度を確立 定した。
する。 ○講座及び教員に対し，学長の定める重点目標及び分野別（教育，研究，大学

運営，地域貢献）について自己点検・評価を実施した。評価結果は講座及び教
員に通知され，教育の質の向上に活用する。

学部教務【５４】 【５４】
大学院教務2)-② 平成１７年度までに，学 学生による授業評価制度を検討するため 学士課程，大学院課程において，それぞれ学生による授業評価専門部会を設
（17）生による授業評価制度を検討す の委員会を設置する。 置し，学生による授業評価を実施した。

るための委員会を設置する。

人事【５５】 【５５】
（16）2)-③ 教員の処遇全般及び教員 人事委員会において，平成１７年度は「教員の任期制の導入 「業績評価を（16年度に実施済みのため，17年度は年度 」，

選考を総括する委員会を設置す 反映した給与システム」及び「新任大学教員を附属学校で研修させる制度」の計画なし）
る。 検討を行い原案を作成した。

学部教務【５６】 【５６】
大学院教務3)-① 平成１６年度以降も，Ｆ ＦＤ研修会を計画的に実施する。 授業改善のためのシンポジウム，授業公開週間及び授業評価等のＦＤ研修を
（16～21）Ｄ研修会を計画的に実施し，平 実施し，ＦＤ報告書を作成した。

成２０年度までにＦＤに係る専
門委員会を設置する。

学部教務【５７】 【５７】
大学院教務3)-② 平成１８年度からシラバ 平成１８年度からシラバスを電子化し外 平成１７年度に電子化したシラバスについて，平成１８年度からウェブ公開
（17,18）スを電子化し外部公開する。 部公開するため，必要な整備を行う。 するためのシステム導入等の整備を行った。

学部教務【５８】 【５８】
大学院教務3)-③ 平成１８年度までに，Ｔ ＴＡの適切かつ有効な活用を支援するた ＴＡの適切かつ有効な活用を支援するため，ティーチング・アシスタント実
（17,18）Ａの適切かつ有効な活用を支援 めの教育体制を整備する。 施要領を見直し，ＴＡを適切かつ有効に活用するための教育体制を整備した。

するための教育体制を整備する。

学部教務【５９】 【５９】
大学院教務3)-④ 平成２０年度までに，授 ＦＤ推進事業専門部会を設置し，授業改善に関する検討を行い，併せて研修（18年度から実施予定のため，17年度は年
(18～20)業改善プロジェクト研究を推進 会を実施した。度計画なし）

するための体制を整備する。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

図書館運営【６０】 【６０－１】
（16～21）4)-① 学部・大学院の学生を対象 学部・大学院の学生を対象とする蔵書・ ○図書館各種ガイダンスの広報を実施した。

とする蔵書・文献・情報検索等 文献・情報検索等の図書館利用ガイダンス ○新入生オリエンテーション 「情報検索ガイダンス」を実施した。，
の図書館利用ガイダンスの充実 の充実を図る。 ○授業科目「基礎情報教育」で図書館ガイダンスを実施した。
を図るとともに，教育研究に係 ○データベース講習会を実施した。

○「論文作成ガイダンス」を実施した。る学年進行に応じた新規ガイダ
図書館運営ンスを企画・実施する。さらに 【６０－２】
（16～21）ガイダンス一覧を作成し，授業 教育への支援策として，図書館職員によ ○図書館各種ガイダンス一覧を作成した。

科目への取り入れ拡大を図る。 る学部・大学院の授業での情報検索等に係
る教育補助の制度を推進する。
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国立大学法人鳴門教育大学
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
１ 教育に関する目標
（４）学生への支援に関する目標

1) 学習支援及び生活支援体制を整備・充実する。
， 。中 2) 学生に対するキャリア形成の支援の充実を図り 就職指導体制を強化する

3) 学生の大学における生活環境を整備する。
期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学生支援【６１】 【６１】
（16）1)-① クラス担当教員による履 平成１６年度に作成した「修学・学生生活に関するクラス担当教員の手引き（16年度に実施済みのため，17年度は年度

修指導や生活指導等を充実する を見直し，履修指導や生活指導等のさらなる充実に努めた。計画なし）
ため，具体的な指導内容をまと
めたガイドブックを作成する。

学生支援【６２】 【６２】
（学部教務）1)-② 不登校生，留年生，中退 不登校生，留年生，中退者の実態調査を ○平成１７年度の取得単位の少ない学生，留年生，中退者について，実態調査
（大学院教務）者の実態調査を実施し，平成１ 実施するとともに，学生相談制度（ピア・ を実施し，調査結果を第１４回学校教育学部教務委員会で報告した。
（17～21）８年度から教員の指導のもと大 カウンセリング）を確立する。 ○平成１７年度に学生相談制度（ピア・カウンセリング）を確立し，平成１８

学院生による学生相談制度（ピ 年度から教員の指導のもとで，大学院生による学生相談を実施予定である。
） ，ア・カウンセリング を実施し

不登校生や留年生の相談活動を
充実させる。

学生支援【６３】 【６３】
（16）1)-③ 事務部門に学生生活支援 多様な学生に対し，授業終了後も相談室を利用することができるように，学（16年度に実施済みのため，17年度は年度

相談のための窓口を設け，経済 生総合相談室の受付時間を前年度より３０分間延長し，１８時３０分までとし計画なし）
支援，健康管理等に関する学生 た。また，この利用時間に対応するため，相談室の窓口対応者が交代で待機す
相談体制の充実を図る。 る体制をとっている。

国際交流【６４】 【６４】
（16）1)-④ 留学生担当窓口の事務体 英語に堪能な職員を配置し，サービス体制を強化している。（16年度に実施済みのため，17年度は年度

計画なし）制を整備し，留学生の相談体制
を充実させる。

学生支援【６５】 【６５】
（16～21）1)-⑤ 保健管理センター及び学 心身健康研究教育センター及び学生総合 多様な学生に対し，授業終了後も相談室を利用することができるように，学

生総合相談室の連携を密にし 相談室の連携を密にして，学生のメンタル 生総合相談室の受付時間を前年度より３０分間延長し，１８時３０分までとし
て，学生のメンタルヘルス及び ヘルス及びハラスメントへの相談体制を充 た。また，この利用時間に対応するため，相談室の窓口対応者が交代で待機す
ハラスメントへの相談体制を充 実させる。 る体制をとっている。
実させる。

-19-



国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学生支援【６６】 【６６】
（17）1)-⑥ 平成１７年度までに，入 入学料，授業料及び寄宿料の減免制度を 平成１６年度に導入した入学料 授業料及び寄宿料に関する減免制度のうち， ，

学料，授業料及び寄宿料の減免 新たに確立する。 入学料免除及び授業料免除について，免除額総額の割合を増大させることなく
制度を新たに確立する。 免除対象者を拡充するため，全額免除と半額免除の配分を見直し，半額免除を

多くすることにより，免除対象者を増加させるよう規程の改正を行った。

就職【６７】 【６７】
（16）2)-① 平成１６年度に，事務部 大学院生に対する就職支援業務（進路指導及び進路相談を含む）の強化につ（16年度に実施済みのため，17年度は年度

門の進路指導スタッフを充実す いて検討を重ね 平成１６年度に配置した教員就職支援チーフアドバイザー 助計画なし） ， （
る。 教授：校長経験者）に続き，平成１８年度から大学院生就職支援アドバイザー

（教育現場経験者：非常勤）を配置することとした。

学部教務【６８】 【６８】
大学院教務2)-② 平成１７年度までに，大 大学と地域との連携・協力を推進し，教 教員インターンシップの活性化を図るため，実地教育等の見直しを行い 「教，
（17）学と地域との連携・協力を推進 員インターンシップの活性化を図る。 員インターンシップ」として単位化した新カリキュラムを平成１７年度から適

し，教員インターンシップの活 用した。
性化を図る。

施設整備【６９】 【６９】
学生支援3)-① 安全で快適な生活環境と 安全で快適な生活環境となるように，学 （学生宿舎）
（16～21）なるように，学生宿舎，大学会 生宿舎，大学会館及び課外活動施設を整備 ○世帯棟２４室の畳，ふすま等の改修及び単身等の談話室の改修をするとと

館及び課外活動施設を計画的に する。 もに，入居基準の緩和を行い，入居率の向上を図った。
整備する。 （大学会館）

○学生のニーズに則し，売店の品揃えを充実させるとともに，営業時間の延
長を図った。
（課外活動施設）
○学生の要望の高かったサッカー・ラグビー場の改修（グラウンドの不陸修
正等）及び体育館の改修（床全面）等を行い，安全面の整備充実を図った。
（インターナショナルルーム）
○留学生が懇談等ができやすい場所にするとともに，環境整備（パソコン更
新，机・椅子の整備等）の充実を図った。

予算財務【７０】 【７０】
学生支援3)-② 学生宿舎及び非常勤講師 ○平成１６年度に見直した「学生宿舎規則等」に基づき，入居希望者の要望に（16年度に実施済みのため，17年度は年度
（16）宿泊施設の入居・利用基準を見 応えた運用を行っている。計画なし）

直し，研究生，国内外研究員等 ○非常勤講師宿泊施設（高島会館）の利用の拡大に努めるため，平成１６年度
の利用に供する。 に見直した利用基準について再度検討を行い，平成１８年度から利用基準をさ

らに緩和することとした。
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国立大学法人鳴門教育大学
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

1) 学校教育，教科教育等に関する基礎的・専門的な先導的研究を推進する。
2) 研究の成果を教育関係機関及び教育関係者に広く還元し，学校教育の改善中
・充実に寄与する。
3) 研究水準及び研究成果等を評価する体制を確立する。期

目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学部教務【７１】 【７１】
大学院教務1)-① 平成１６年度までに，学 平成１６年度に構築した教育実践学（新カリキュラム）を，平成１７年度入（16年度に実施済みのため，17年度は年度
（16）校教育を重視した教育実践学の 学生から適用した。計画なし）

構築に向けて，授業科目・内容
・指導方法等を含むプロジェク
トを立ち上げる。

センター【７２】 【７２】
（19～21）1)-② 平成１９～２１年度に， （19年度から実施予定のため，17年度は年

度計画なし）学校教育，教科教育等に関する
基礎的研究・専門的研究及び教
育実践学に関する国際的水準を
維持するための学術的研究を重
点的に行う。

【７３】 【７３】
（18～20）1)-③ 平成１８～２０年度に， 平成１８年度に戦略的教育研究開発室を設置し，その下部組織として既存の（18年度から実施予定のため，17年度は年

各研究分野を横断したプロジェ 研究開発専門部会（ＧＰ）及び科学研究費補助金プロジェクト検討会議を置く度計画なし）
クト研究を重点的に行う。 ことについて検討した。

大学院教務【７４】 【７４】
（17～18）1)-④ 平成１８年度に，附属学 平成１８年度に，附属学校における教育 各附属校園から提出された教育実践研究授業について，大学院課程の授業科

校における教育実践研究授業体 実践研究授業体制を充実・確立するため必 目である「教育実践研究」において研究授業を実施した。また，研究に必要な
制を充実・確立する。 要な措置を講ずる。 経費についても措置した。

教研評【７５】 【７５】
（19～20）1)-⑤ 平成２０年度までに，幼 平成１７年度に設置した「２１世紀の教員養成・教員研修等の在り方に関す（19年度から実施予定のため，17年度は年

・小・中・高－大学間連携によ る検討会議」において，教育委員会等と大学の連携について検討することとし度計画なし）
る教育研究支援体制を確立す た。
る。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

改革推進（教務）【７６】 【７６】
（16,17）1)-⑥ 平成１７年度までに 「小 小学校英語教育センターを設置する。 小学校の英語教育支援（担当者養成，研修，研究等）のため 「小学校英語教， ，

学校英語教育センター」を設置 育センター」を平成１７年度に開設した。
する。

センター【７７】 【７７】
（20）1)-⑦ 平成２０年度までに，学 平成１７年度に ２１世紀の教員養成・教員研究の在り方に関する検討会議（20年度から実施予定のため，17年度は年 「 」

校教育実践センター内に学校教 を設置し，社会のニーズを反映させるため，教育委員会関係者を構成員に加え度計画なし）
育支援組織を確立し，幼・小・ ている。また，同会議にカリキュラム及び教員研修専門部会を設けて，教員養
中学校のカリキュラム開発及び 成・教員研修の在り方に関して検討を始めている。
教材開発の教育支援を行う。

大学院教務【７８】 【７８】
（16～21）1)-⑧ 連合大学院に寄与するた 連合大学院に寄与するために，学校教育 教員資格審査の積極的申請及び共同プロジェクトへ積極的に参加するよう周

めに，学校教育実践学に関する 実践学に関する研究を推進するとともに， 知を図った。
研究を推進するとともに，研究 研究者としての資質能力の向上を図る。
者としての資質能力の向上を図
る。

地域連携【７９】 【７９】
センター運営2)-① 平成１６年度から，卒業 卒業生・修了生・現職派遣大学院生・徳 徳島県教育委員会と連携し，鳴門教育大学教育・文化フォーラムとして研究
（16～21）生・修了生・現職派遣大学院生 島県教育委員会・徳島県立総合教育センタ 発表会を開催した。

・徳島県教育委員会・徳島県教 ー・大学教員等が連携した研究発表会を開
育研修センター・大学教員等が 催する。
連携した研究発表会を開催す
る。

地域連携【８０】 【８０】
センター運営2)-② ＴＶ会議システムを利用 ＴＶ会議システムを利用した教育現場と 平成１６年度に遠隔授業観察システム（ＴＶ会議システム）を試行的に導入
（17～21）した教育現場と大学との共同研 大学との共同研究発表会の開催を目指し， し，活用を開始した。なお，本システムの平成１８年度の本格稼働に向けて，

究発表会の開催を目指し，平成 平成１７～２１年度を重点推進期間とし， 諸準備を行った。
１７～２１年度を重点推進期間 システムの整備を行う。
， ，とし 本システムの整備を行い

発表会を開催する。

大学院教務【８１】 【８１】
（17，18）2)-③ 平成１９年度までに，学 平成１９年度までに，学内の教育実践研 鳴門教育大学授業実践研究誌編集専門部会を設置し，教育実践研究に関する

内の教育実践研究に関する研究 究に関する研究成果報告書を教育関係機関 研究成果報告書の作成について検討を行い，平成１８年度に研究成果報告書と
成果報告書を教育関係機関に公 に公表する制度を確立するため必要な措置 して作成し，教育関係機関に公表することとした。
表する。 を講ずる。

地域連携【８２】 【８２】
（18～20）2)-④ 平成２０年度までに，教 平成１７年度に ２１世紀の教員養成・教員研究の在り方に関する検討会議（18年度から実施予定のため，17年度は年 「 」

職員研修について，徳島県教育 を設置し，社会のニーズを反映させるため，教育委員会関係者を構成員に加え度計画なし）
委員会・徳島県教育研修センタ ている。また，同会議にカリキュラム及び教員研修専門部会を設けて，教員養
ー等と総合的に研究し，教員の 成・教員研修の在り方に関して検討を始めている。
資質向上に結びつく学校管理・
マネジメント能力育成プログラ
ム及び教職員研修評価基準等の
開発を推進する。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

評価【８３】 【８３】
（16～18）3)-① 平成１６年度に，評価制 平成１６年度に行った評価制度の見直し ○平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に

度を見直し，平成１８年度まで に基づき，研究活動の実施状況の評価をよ 基づき，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制
に研究活動の実施状況の評価を り充実させる体制及び研究支援体制を確立 定した。
より充実させる体制及び研究支 する。 ○講座及び教員に対し，学長の定める重点目標及び分野別（教育，研究，大学
援体制を確立する。 運営，地域貢献）の項目について自己点検・評価並びに業績評価を実施した。

評価結果は教育研究費配分に活用する。
○平成１８年度に，評価体制及び研究支援体制をより充実させるための検討を
行う。

評価【８４】 【８４】
（19）3)-② 平成１９年度までに，外 平成１７年度に制定した「自己点検・評価実施要領」に基づき，外部者を含（19年度から実施予定のため，17年度は年

部者を含めた研究評価体制を確 めた研究評価体制及び研究活動等の評価をフィードバックし，質の向上や改善度計画なし）
立し，研究活動等の評価をフィ に結びつけるシステムについて検討することとした。
ードバックし，質の向上や改善
に結びつけるシステムを確立す
る。
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国立大学法人鳴門教育大学
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
２ 研究に関する目標
（２）研究実施体制等の整備に関する目標

1) 時代の新しい要求に即した研究者組織を再編するとともに，研究環境を整
備する。中
2) 新たな評価制度の導入と評価を反映させるシステムを構築し，研究の質の
向上を図る。期
3) 知的財産を保護する支援体制を確立する。
4) 附属図書館の研究支援体制を充実する。目

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

改革推進【８５】 【８５】
（16,17）1)-① 平成１６年度までに，教 平成１６年度に引き続き，教員の研究組 ○平成１６年度から引き続き検討を重ねてきた教員組織（第１部）の改組構想

員の研究組織を見直し，研究活 織の見直しを行い，研究活動を推進するた に教職大学院構想を加え，教育研究活動を推進するための教員組織の見直しに
動を推進するための体制を確立 めの体制を確立する。 ついて検討した。なお，教職大学院は本学学校教育研究科に高度学校教育実践
する。 専攻として平成２０年度に設置する予定である。

人事【８６】 【８６】
（17,18）1)-② 平成１８年度までに，教 教員の任期制導入について検討し，教員 「国立大学法人鳴門教育大学教員の任期に関する規程」及び「国立大学法人鳴

員の任期制を導入し，教員の研 の研究組織の充実を図る。 門教育大学教員の再任手続きに関する細則」を，平成１８年４月１日に制定す
究組織の充実を図る。 ることとした。

学術研究推進【８７】 【８７】
（18）1)-③ 平成１８年度に，研究時 研究環境の充実 研究時間の確保等 について検討する委員会の設置に関し（18年度から実施予定のため，17年度は年 （ ） ，

間の確保等の研究環境の充実に 諸準備を行った。度計画なし）
ついて検討するための委員会を
設置する。

予算財務【８８】 【８８】
（16）1)-④ 平成１６年度までに，外 平成１６年度にとりまとめた外部研究資金を確保するための方策を基に，科（16年度に実施済みのため，17年度は年度

部研究資金を獲得するための組 学研究費補助金に特化した「科学研究費補助金申請に向けての取り組み」を策計画なし）
織及び活用方針を確立する。 定し，資金獲得に努めた。

予算財務【８９】 【８９】
（16～21）2)-① 毎年度，教育研究等の業 教育研究等の業績評価を反映した研究費 ○教員の教育研究，大学運営及び地域貢献等に関する業績評価に基づく研究費

績評価を反映した研究費の傾斜 の傾斜配分を見直し，改善・実施する。 の傾斜配分方法を見直し，教育に係る評価に基づく配分率を引き上げた。
配分を見直し 改善・実施する ○改定後の配分率を平成１８年度の予算配分に適用した。， 。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

人事【９０】 【９０】
（17,18）2)-② 平成１８年度から，教育 教育研究等の業績評価を反映した給与シ 教育研究活動等の業績評価を昇給及び勤勉手当に反映させるための「業績評

研究等の業績評価を反映した給 ステムを確立する。 価を反映する給与システムについて」を定め，平成１８年度から実施すること
与体系を実施・改善する。 とした。

学術研究推進【９１】 【９１】
（18）3)-① 平成１８年度までに，知 知的財産を創出，管理及び活用する体制を確立するために 「知的財産ポリシ（18年度から実施予定のため，17年度は年 ，

的財産を創出，管理及び活用す ー 「研究成果有体物取扱要項 「知的財産室設置要項」について原案を作成度計画なし） 」， 」，
る体制を確立する。 し，平成１８年度に制定・実施することとした。

図書館運営【９２】 【９２】
（16～21）4)-① 紀要・学位論文内容の要旨 平成１６年度に行った紀要・学位論文内 ○講座等の単位で学内出版物状況の調査を行い，資料一覧を作成した。

等学内出版物を完全収集し，利 容の要旨等学内出版物の現状調査に基づき ○収集可能な学内出版物を収集し，データベース化を行った。，
用に供するとともに保存を行う 収集及びデータベース化を行う。。
平成１６年度に現状調査及び周
知を行い，平成１７年度より収
集及びデータベース化を行う。

図書館運営【９３】 【９３】
（16～21）4)-② 国語科教育及び教育実践記 国語科教育及び教育実践記録資料の知的 ○教育実践資料を中心に，資料を収集した。

録資料の知的財産である野地潤 財産である野地潤家文庫及び大村はま文庫 ○野地潤家文庫及び大村はま文庫の追加寄贈資料の受入・整理を行った。
家文庫・大村はま文庫を教育実 を教育実践学研究の中心的役割を果たすも
践学研究の中心的役割を果たす のとして位置付け，これらを核として幅広
ものとして位置付け，これらを く教育実践資料を収集し活用する。
核として幅広く教育実践資料を
収集し活用する。

図書館運営【９４】 【９４】
（16）4)-③ 附属学校教職員及び本学 徳島県の教職員向け雑誌「徳島教育」において，非来館型サービスについて（16年度に実施済みのため，17年度は年度

卒業・修了生に対し，利用促進 周知を行った。また，鳴門市の学校図書館関係者との連絡会を実施した。計画なし）
を図るとともに非来館型サービ
スを行う。平成１６年度に提供

，可能なサービスについて検討し
実施する。
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国立大学法人鳴門教育大学
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（１）社会との連携，国際交流等に関する目標

1) 地域社会との連携・協力及び教育面における社会サービスを推進するため
の基本方針を策定し実施する。中
2) 産業界との共同研究を推進する。
3) 地域と連携し，教育諸課題に対する共同研究体制及び共同研究支援体制を期
確立する。
4) 国際的な学術交流及び学生交流を推進する。目
5) 地域社会への附属図書館サービスの拡充を図る。

標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

地域連携【９５】 【９５】
（16）1)-① 平成１６年度から，教育 平成１６年度に教育委員会や学校等との連携・協力を推進するための基本方（16年度に実施済みのため，17年度は年度

委員会や学校等との連携・協力 針を策定したが，更に，平成１７年度に「２１世紀の教員養成・教員研究の在計画なし）
を推進するための基本方針及び り方に関する検討会議」を設置し，社会のニーズを反映させるため，教育委員
教育面における社会サービスを 会関係者を構成員に加えている。また，同会議にカリキュラム及び教員研修専
推進するための基本方針を策定 門部会を設けて，教員養成・教員研修の在り方に関して検討を始めている。
し,一層充実・発展させる。

地域連携【９６】 【９６】
（16,18）1)-② 平成１７年度までに，指 ○平成１８年度に社会主事講習を実施する。また，１０年経験者研修について（16年度の年度計画を受けて，18年度から

導者養成講座，免許認定講習， は，徳島県教育委員会からの要請に基づき昨年度のアンケート結果を踏まえ，実施予定のため，17年度は年度計画なし）
社会教育指導主事講習，１０年 内容を吟味し計画することとしている。
経験者研修等を支援する体制を ○カリキュラム及び教員研修を検討するため「２１世紀の教員養成・教員研修
整備し，計画的に実施する。 等の在り方に関する検討会議」を設置した。

地域連携【９７】 【９７】
（17,18）1)-③ 平成１８年度までに，教 平成１８年度までに，教育支援アドバイ 教育支援アドバイザー制度未登録者に対し 「教育支援講師・アドバイザー等，

育支援アドバイザー制度による ザー制度による初等・中等教育学校への登 派遣事業」への積極的な登録を推進し，ＰＲを行った結果，登録者割合は全教
初等・中等教育学校への登録派 録派遣教員数の割合を全教員数の６５％程 員の７１．５％（１１８／１６５：人）となった。
遣教員数の割合を全教官数の６ 度まで向上させるため，必要な措置を講ず
５％程度まで向上させる。 る。

地域連携【９８】 【９８】
（16～21）1)-④ 教育研究資源の社会への 教育研究資源の社会への還元をねらいと 平成１７年度は，２５の公開講座を計画し，予定どおり全講座を開講した。

，還元をねらいとして公開講座を して公開講座を積極的に開講することとし
積極的に開講することとし，毎 ２０テーマ以上を開講する。
年度２０テーマ以上を開講す
る。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学術研究推進【９９】 【９９】
（18～20）2)-① 平成２０年度までに，産 本学を含む四国地区国立５大学と独立行政法人産業技術総合研究所との間に（18年度から実施予定のため，17年度は年

業界と共同研究を積極的に行う おいて，産学連携に関する協定を平成１７年８月に締結した。度計画なし）
体制及び利益相反に関する指針
を確立し，推進する。

センター【１００】 【１００】
地域連携3)-① 平成１６年度に，徳島県 平成１６年度に結んだ徳島県教育委員会 ○遠隔授業観察システム（ＴＶ会議システム）を利用した学校教育現場と大学
（16～20）教育委員会と教育研究に関する と教育研究に関する連携協定に基づき，徳 と徳島県立総合教育センターが連携し，学校教育現場における授業参加を可能

連携協定を結び，そのもとに徳 島県教育委員会，徳島県立総合教育センタ にした。
島県教育委員会，徳島県教育研 ー，附属学校園，公立学校等と連携し，学 ○鳴門市と大学教員が学校教育現場の課題について情報交換できるようにイン
修センター，附属学校園，公立 校園が抱えている現代の教育諸課題につい ターネット上に掲示板を設置し，共同研究を推進するための基盤となるシステ
学校等と連携し，学校園が抱え ての教育実践研究を支援する体制を確立す ム整備を行った。
ている現代の教育諸課題につい る。 ○カリキュラム及び教員研修を検討するため「２１世紀の教員養成・教員研修
ての教育実践研究を支援する体 等の在り方に関する検討会議」を設置した。
制を確立する。重点研究期間は
平成１６～２０年度の５か年と
する。

センター【１０１】 【１０１】
（16～21）3)-② 平成１６年度以降，学校 学校現場の臨床心理的な問題解決へ対応 ○不登校問題に関し，相談室での個別相談に加え，不登校児を対象とした合宿

現場の臨床心理的な問題解決へ するため，心理・教育相談室における相談 や保護者のグループカウンセリングを行うなどして，多面的な援助活動を展開
対応するため，心理・教育相談 活動の一層の質的向上を図る。 した。
室における相談活動の一層の質 ○スクール・カウンセラーやライフ・サポーターを対象とする研修会を定期的
的向上を図る。 に開催し，その活動の質的向上を図った。

○相談に携わる大学院生の面接技能の向上を図るため，教育臨床コースのカリ
キュラムを演習中心に再編成した。
○心理・教育相談体制のさらなる充実を図るため，相談業務を有料化するため
の検討を行い，平成１８年度から実施することとした。

地域連携【１０２】 【１０２】
（18）3)-③ 卒業生・修了生及び公立 卒業生・修了生及び公立学校教員等と協力した研究実施体制を充実させるた（18年度から実施予定のため，17年度は年

学校教員等と協力した研究実施 め，徳島県教育委員会及び鳴門市教育委員会との連携協力に関する覚書に基づ度計画なし）
体制を充実させることをねらい き，各教育委員会と連携を図っている。
として，平成１８年度までに研
究成果を教育実践に還元するシ
ステムを確立する。

地域連携【１０３】 【１０３】
（18）3)-④ 平成１８年度までに，卒 平成１８年度までに，卒業生・修了生・在学生・公立学校教員・徳島県立総（18年度から実施予定のため，17年度は年

業生・修了生・在学生・公立学 合教育センター職員・大学教員等が協力して研究を行う体制を確立するため，度計画なし）
校教員・徳島県教育研修センタ 徳島県教育委員会及び鳴門市教育委員会との連携協力に関する覚書に基づき，
ー職員・大学教員等が協力して 各教育委員会と連携を図っている。
研究を行う体制を確立する。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

国際交流【１０４】 【１０４】
（21）4)-① 平成２１年度までに，客 ○平成１７年度に教員教育国際協力センターを設置し，新たに外国人客員研究（21年度から実施予定のため，17年度は年

員研究員を含む外国人研究者の 員の受け入れを行った。度計画なし）
招聘，大学教員及び修士学生の ○外国人研究者の手引きを英語版で作成するなど，受入体制の充実を図った。
海外派遣，国際・学術交流協定 ○本学教員の研究者総覧の英語版を作成する等の研究交流を促進させる体制に
締結校との交流を行う等，国際 ついて検討した。
的・学際的な研究交流を促進す
る体制を充実・確立する。

国際交流【１０５】 【１０５】
（16～20）4)-② 平成１６～２０年度を重 平成１６～２０年度を重点推進期間とし 国際交流委員会において，学術雑誌への積極的な発表の呼びかけを行った。，

点推進期間とし，国内外を問わ 国内外を問わず学術雑誌への積極的な発表
ず学術雑誌への積極的な発表及 及びＩＴによる研究成果・業績・活動の公
びＩＴによる研究成果・業績・ 開を推進することで，研究成果の発表，整
活動の公開を推進することで， 理・公開の充実を図る。
研究成果の発表，整理・公開の
充実を図る。

センター運営【１０６】 【１０６】
（16～21）4)-③ インターネットを通して インターネットを通して，問題解決能力 ○大阪市にある公立高校において新設した授業科目「コミュニケーション」の，

問題解決能力とコミュニケーシ とコミュニケーションスキルの向上に役立 授業内容の開発を行い，特に生徒側の関心の高い「他者からの（理不尽な）依
ョンスキルの向上に役立つ情報 つ情報の発信を行う。 頼や勧誘を断りにくい」という問題を大きく取り上げ，背景にある心理的メカ
の発信を行う。 ニズムの理解を促し，悪徳商法等への注意を喚起するためのウェブ学習教材を

開発し，ウェブによる情報発信を行った。
○上記のほか 「問題解決のための思考とコミュニケーションに関する教員研修，
プログラム開発 「遠隔大学院プログラムの設置を検討するための授業支援シ」，
ステムの開発」についてもウェブによる情報発信を行った。

国際交流【１０７】 【１０７】
（18～21）4)-④ 平成１８年度末までに， 平成１６年９月２７日 中国 北京師範大学，平成１８年３月１６日 タイ（18年度から実施予定のため，17年度は年

教育学部又は日本文化等の研究 コンケン大学と国際学術交流協定及び学生交流実施細目を締結し，平成１７度計画なし）
科を有する新規の大学２校と国 年度末までに２校との締結計画を達成した。
際学術交流協定（学生交流実施
細目）を締結し，平成１９年度
から学生１～２名の相互交流を
目指す。

国際交流【１０８】 【１０８】
学術研究推進4)-⑤ 平成１６年度に，国際学 国際学術交流協定校との学術交流事業の 平成１６年度は，国際学術交流協定校の北京師範大学（中国）と共催で第１
（16～21）術交流協定校との学術交流事業 一環として，セミナー又はシンポジウム等 回中日教師教育学術研究集会を中国・北京で開催し，平成１８年度の第２回日

の一環として，セミナー又はシ の相互開催について諸準備（照会，企画・ 中教師教育学術研究集会の国内開催に向け準備を行った。
ンポジウム等の相互開催につい 立案）を行い，平成２１年度までに，１～
て諸準備（照会，企画・立案） ２校との間において実施する。
を行い，平成２１年度までに，
１～２校との間において実施す
る。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

改革推進【１０９】 【１０９】
（16,17）4)-⑥ 平成１７年度までに 「高 教員教育国際協力センターを設置する。 開発途上国の教育課程に対応した国際教育協力の計画・実施・評価に係る研，

度科学教育国際協力研究センタ 究・開発を進めるとともに，国際的視野を持った人材を養成し，本学の豊富な
ー」を設置する。 国際教育協力経験を社会に還元，貢献するために，平成１７年４月に教員教育

国際協力センターを設置した。

国際交流【１１０】 【１１０】
（20,21）4)-⑦ 平成２１年度までに，留 ○留学生に対し，より配慮した入試体制の確立，帰国留学生を通じたリクルー（20年度から実施予定のため，17年度は年

学生受入数を約７０名まで増加 ティング及び奨学金制度の充実について，検討を行った。度計画なし）
させる。 ○国内，国外の留学フェアに積極的に参加した。

○学生宿舎を整備し，留学生の住宅問題の解決に当たった。

大学院教務【１１１】 【１１１】
国際交流4)-⑧ 平成１６年度に，ＪＩＣ 平成１６年度から引き続き，ＪＩＣＡ留 短期修了制度及びカリキュラムについてＪＩＣＡ留学生に対しての検討を行
（16～18）Ａ留学生を中心とした理数科専 学生を中心とした理数科専攻の留学生への った。平成１８年度は，ＪＩＣＡ等関係機関との調整に時間を要するが，引き

攻の留学生への英語を利用した 英語を利用した授業による修士課程の短期 続き検討を行う。
授業による修士課程の短期修了 修了制度（学位取得）について検討し，平
制度（学位取得）について検討 成１８年度秋期からの受入れを目指す。
し，平成１８年度秋期からの受
入れを目指す。

国際交流【１１２】 【１１２】
（16～20）4)-⑨ 学内の「国際交流事業を 「国際交流事業を援助する会」の充実や ○「国際交流事業を援助する会」入会案内を教職員に配布して基金の充実を図

援助する会」の充実や学外募金 学外募金を実施する。 った。
， ， ， ， 。活動を実施し 平成２０年度に ○学外募金活動については 地元企業に平成１８年３月訪問し 募金を募った

募金活動結果を踏まえた奨学金
支給規程の整備を行う。

図書館運営【１１３】 【１１３】
（16～21）5)-① 地域住民に対する閲覧・ 地域住民に対する閲覧・複写・貸出・参 ○「市民のための図書館利用ガイダンス」を実施した。

複写・貸出・参考調査等のサー 考調査等のサービスをより一層拡充し，図 ○特別展「大村はま先生追悼展示会 「地図に見る戦前－日本とアジア」を開」，
ビスをより一層拡充し，図書館 書館が行う各種ガイダンスへの積極的な受 催した。
が行う各種ガイダンスへの積極 け入れを推進する。 ○上記事項の広報を，ウェブページ・新聞・テレビ・学園だより等で行った。
的な受入を図る。

図書館運営【１１４】 【１１４】
（16～21）5)-② 徳島県内公私立学校園の学 徳島県内公私立学校園の学校図書館への ○鳴門市学校図書館担当者と地域連携に関する連絡会を開催した。

「 」 。校図書館に対し，連携・協力を サービスを充実する。また，徳島県内現職 ○徳島県現職教員への広報誌 徳島教育 で非来館型サービスの広報を行った
図る。また，徳島県内現職教員 教員への来館利用の促進を図ると共に非来
の要望を調査・把握し，来館利 館型サービスを推進する。
用の促進を図ると共に非来館型
サービスを行う。平成１６年度

，に提供可能なサービスを検討し
実施する。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

図書館運営【１１５】 【１１５】
（16～21）5)-③ 児童図書室において行わ 児童図書室において行われるさまざまな ○年間８回の企画行事を実施し，一部行事でアンケートを実施した。

れるさまざまな読書推進活動等 読書推進活動等を推進する。 ○「子育て支援活動」及び地域住民との交流を促進した。
を推進する。 ○「子どもの心を理解するための絵本データベース」を充実させた。

○展示会「写真でつづる児童図書室の２０年」を開催した。
○児童図書室２０年のあゆみ「地域に開かれた鳴門教育大学の児童図書室」を
刊行した。
○徳島新聞夕刊での絵本紹介を隔週に行った。
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国立大学法人鳴門教育大学
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上
３ その他の目標
（２）附属学校に関する目標

附属学校では，２１世紀の社会の形成に主体的に参画する国民の育成を目指
して，時代や社会の要請に応える先導的な研究の推進や特色ある教育活動及び中
実地教育の充実に努める。また，附属学校間の連携を密にするとともに，幼・
小・中の一貫教育を目指す。さらに，大学直属の附属学校として学部及び大学期
院との教育・研究の一層の連携を推進し，附属学校としての使命を果たす。
○ 幼稚園では，幼児の遊びを中心とした生活を総合的に組織し，一人一人の目
発達に合わせた教育課程を編成し，人の生涯の基盤となりうる豊かな人間性
と独創性を育む教育を行う。標
○ 小学校では，基礎・基本の確実な定着を図り，未来を拓く児童の育成にふ
さわしい教育課程を編成して一人一人の個性・能力を最大限に伸ばす特色あ
る教育活動を展開する。人権を尊重し自主性・社会性・創造性に富み，実践
力豊かで心身ともに健全な児童の育成をめざす。
○ 中学校では，基礎・基本となる学力と学ぶ意欲を身につけ，一人一人の個
性・能力を最大限に伸ばす特色ある教育活動を展開する。知・徳・体の調和
的人格の完成をめざし，自主・自立の精神，創造的能力，豊かな人間性をそ
なえ，社会の発展に寄与することのできる心身ともに健全な中学生の育成を
めざす。
○ 養護学校では，知的障害のある児童生徒一人一人の個性や能力・特性に応
じて，その可能性を最大限にのばし，自立と社会参加をめざし，その基礎・
基本の習得をすることを目的とした教育を行う。
1) 大学と連携しながら実地教育カリキュラムを改善し，時代の要請に応え
る優れた教員の養成を図る。
2) 附属学校間並びに大学との間で，教育研究のための共同及び相互支援体
制を確立する。
3) 管理運営・教育制度等を見直し，時代・社会のニーズに則した学校運営
を目指す。
4) 教育機関と積極的に連携し，教員の資質の向上を図る。
5) 安全管理体制を整備し，幼児，児童及び生徒の安全を確保する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

学部教務【１１６】 【１１６】
（16,17）1)-① 平成１６年度までに，大 大学と附属学校が連携し，教員養成カリ 平成１７年度から開始した新カリキュラムにより附属校園と連携し，研究及

学と附属学校が連携し，教員養 キュラム研究や実習内容の充実を図るとと び教育実習の充実を図るとともに成績評価基準を明確にした。
成カリキュラム研究や実習内容 もに，成績評価基準を明確にする。
の充実を図るとともに成績評価
基準を明確にする。
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国立大学法人鳴門教育大学

中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

【１１７】 【１１７】
附属運営2)-① 平成１７年度中に，附属 附属学校間の連携教育を図るため，幼稚 ○小学校では，幼小中連携部会を設置し,幼小連携に関しては,昨年度までのカ
（17）学校間の連携教育を図るため， 園，小学校，中学校の１２年間を見通した リキュラムの見直しを図り，幼小合同保育・授業を実施し，研究成果は幼児教

幼稚園，小学校，中学校の１２ 教育カリキュラムを開発し，附属学校の一 育研究会で公表した。
年間を見通した教育カリキュラ 貫教育を実施する。 ○小学校と中学校の連携では,小学校の理科教員が中学校教員を兼務し,理科の
ムを開発し，附属学校の一貫教 カリキュラム開発を行った。
育を実施する。 ○平成１８年度から附属幼稚園・小学校間で希望する教員の人事交流を可能と

する体制を整備した。

附属運営【１１８】 【１１８】
（16）○幼稚園・小学校の教員の交流を 平成１６年度に見直しを行った幼小連携教育課程のカリキュラムを平成１７（16年度に実施済みのため，17年度は年度

積極的に行い，平成１６年度よ 年度から実施した。計画なし）
り相互協力体制を確立する。

附属運営【１１９】 【１１９】
（17）○平成１７年度より小学校高学年 小学校高学年と中学校１年生の特定の教 小学校の教員が,４月当初より中学校の選択数学科及び必修理科を担当し学習

と中学校１年生の特定の教科学 科学習を同一教員が担当する制度を実施す 指導を実施した。
習を同一教員が担当する制度を る。
確立する。

附属運営【１２０】 【１２０】
（16,17）2)-② 平成１７年度までに，附 附属学校と学部・大学院との教育研究体 附属学校部長を中心に,附属４校全体の組織と大学各講座及びセンターとの研

属学校と学部・大学院との教育 制を確立する。 究体制を確立した。
研究体制を確立する。

【１２１】 【１２１】
附属運営○幼稚園では，平成１６年度に， 幼稚園では，幼保一元化を視野に入れた ○幼稚園では,平成１６年度に設置した組織を再編成し,新たに幼児教育施設検
（16,17）大学教員等とプロジェクトを組 幼児教育施設の在り方について，引き続き 討委員会を立ちあげ,大学教員・保育所関係者等と複合的な幼児教育施設のあり

み 幼保一元化も視野に入れた 検討するとともに，保育者養成に関する研 方について協議した。， ，
複合的な幼児教育施設の在り方 究を推進する。 ○「総合施設」のモデル事業園等の視察参観や,「認定子ども園」関連情報を収
や保育者養成に関わる研究を推 集しながら調査研究を実施した。
進し，保育所機能も併有した幼 ○大学教員と連携し,保護者にも協力を得て,「幼稚園教員養成プログラム」研
児教育施設について検討するた 究に着手した。
めの委員会を設置する。

附属運営【１２２】 【１２２】
（16）○小学校・中学校では，学部・大 小学校及び中学校では，平成１６年度に校内に組織した部会や委員会を中心（16年度に実施済みのため，17年度は年度

学院と一体化した教育研究を推 に，それぞれの学校の教員が担当する学部の授業（新カリキュラム）や大学院計画なし）
進するための校内組織を平成１ の授業(教育実践研究）の内容・方法等，授業支援の在り方について検討した。
６年度に整備する。
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中期計画 年度計画 計画の進捗状況等

附属運営【１２３】 【１２３】
（16,17）2)-③ 平成１６年度までに，少 平成１６年度に確立した少人数指導や習

人数指導や習熟度別学習指導に 熟度別学習指導に係る大学教員と附属学校
係る大学教員と附属学校教員に 教員による共同指導体制を，本年度から実
よる共同指導体制を確立し，平 施する。
成１７年度から実施する。

附属運営【１２４】 【１２４】
（16,17）○幼稚園では，平成１６年度まで ○幼稚園では，平成１６年度における少人 ○幼稚園では,「幼稚園入園定員と現員の関係について」これまでの経緯を明ら

， 。に，少人数学級の教育効果の検 数学級の教育効果の検討結果に基づき， かにして整理された資料を基に再検討し ４・５歳児学級は３０人編成とした
討に入り，平成１７年度からの 少人数学級の積極的な導入を目指す。
積極的な導入をめざす。

附属運営【１２５】 【１２５】
（17～21）○小学校・中学校にチームティー ○小学校，中学校にチームティーチング制 ○小学校では，算数科・理科・生活科・家庭科・英語科で積極的にチームティ

チング制度を積極的に導入す 度を積極的に導入する。 ーチング制を導入した。
る。 ○中学校では２年選択数学，３年選択音楽，２・３年技術・家庭科(技術分野)

でチームティーチングを導入し実施した。

附属運営【１２６】 【１２６】
（17）○小学校では 平成１７年度より ○小学校では，算数科で習熟度別学習指導 ○小学校では,算数科の指導において,習熟度別学習指導が有効であるとの結果， ，

算数科で習熟度別学習指導のた のための共同指導体制を確立し，その教 を踏まえ,本年度も継続して実施した。さらに検証の結果を生かし,理科・生活
めの共同指導体制を組み，その 育効果を検証し他教科への導入に反映さ 科で少人数指導及び習熟度別指導を実施した。
教育効果を検証し他教科への導 せる。
入に反映させる。

附属運営【１２７】 【１２７】
（17）○中学校では 平成１７年度より ○中学校では，英語，数学において，基礎 ○中学校では，３年の英語・数学において習熟度別学習指導を実施した。， ，

英語・数学において，基礎コー コースと課題追求コースに分け，習熟度
スと課題追求コースに分け，習 別学習指導を実施する。
熟度別学習指導を実施する。

附属運営【１２８】 【１２８】
（16～21）○養護学校では，障害特性に応じ ○養護学校では，障害特性に応じた，より ○養護学校では，平成１６年度に作成した引継マネージメント表を見直し，児

た，よりきめの細かい指導の充 きめの細かい指導を行う。 童生徒一人ひとりの実態と支援の方法を次年度担当者に申し送り，個別の指導
実を図る。 に活用した。

附属運営【１２９】 【１２９】
改革推進2)-④ 平成１６年度までに，大 平成１６年度に確立した大学教員の附属
（16,17）学教員の附属学校での年間を通 学校での年間を通した授業支援制度を，本

した授業支援制度を確立し，平 年度から実施する。
成１７年度から実施する。

附属運営【１３０】 【１３０】
改革推進○小学校では，特色ある授業と ○小学校では，特色ある授業として，大学 ○小学校では,９教科（国語科・社会科・算数科・理科・生活科・音楽科・図工
（16,17）して，大学教員の専門性を生か 教員の専門性を生かした授業を実施する 科・家庭科・体育科）で随時大学教員の専門性を生かした授業を実施した。ま。

した授業を実施する。 た,英語の授業は,年間を通して大学教員（小学校英語教育センター）の高い専
門性を生かした授業を実施した。
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附属運営【１３１】 【１３１】
（16,17）○中学校では，平成１６年度より ○中学校では，大学教員の専門性を生かし ○中学校では，必修教科(国語・数学・理科・美術・技術家庭),選択教科(国語

選択教科で，平成１７年度より た授業を，本年度から必修教科・選択教 ・理科・技術家庭)で大学教員による専門性を生かした授業を実施した。
必修教科・選択教科で大学教員 科として実施する。 ○養護学校では，特別支援教育の進展を図るため，授業研究を年間を通して２
が専門性を生かした授業を実施 １回開催した。
する。

附属運営【１３２】 【１３２】
学部教務2)-⑤ 平成１６年度中に，附属 平成１６年度に確立した附属学校教員に 平成１６年度に確立した制度に基づき，教育支援のために附属学校教員が教
（16,17）学校教員による学部の授業担当 よる学部の授業担当制度を，本年度から 員養成実地指導講師として学士課程での授業を担当した。

制度を確立し，平成１７年度か 実施する。
ら実施する。

人事【１３３】 【１３３】
（17）2)-⑥ 平成１７年度までに，新 新任大学教員をはじめとした大学教員研 「新任大学教員の附属学校における研修実施要項」を制定し，附属学校にお

任大学教員をはじめとした大学 修の一環として，附属学校に勤務する制 いて研修を行う制度を確立し，平成１８年度新任大学教員から実施することと
教員研修の一環として，附属学 度を確立する。 した。
校に勤務する制度を確立する。

附属運営【１３４】 【１３４】
（16）3)-① 平成１６年度までに，附 平成１６年度から従前の協議会を運営委員会に改め，構成員に附属学校部長（16年度に実施済みのため，17年度は年度

属学校運営協議会の審議内容を 及び総務課長を加えた。平成１８年度からは，大学と附属学校の管理運営体制計画なし）
， ，見直し管理運営体制の充実を図 の更なる強化を図るため 大学側の委員は各部から１人は構成員に加わるよう

る。 人選に当たり配慮することとした。

附属運営【１３５】 【１３５】
（16～21）3)-② 現行の学校評議員制度を 学校評議員制度を充実させ，自己点検・ ○小学校では,学校教育活動自己評価表に基づき教職員による評価結果及びオー

充実させ，自己点検・評価を積 評価を積極的に行い，公表し，説明責任を プンスクールで実施した保護者や地域の方々のアンケート結果を学校評議員会
極的に行い，公表し，説明責任 果たす。 に報告した。
を果たす。 ○中学校では，学校評議員や高校教員，報道関係者等に積極的に教育活動を公

開し，外部評価を受けるとともに,教員による自己点検・評価を実施し,結果を
学校評議員会に報告した。
○養護学校では，保護者に対する外部評価及び各学部主事による自己評価を実
施し，学校評議員会に報告した。
○幼稚園では,学校評議員会に 「参観者及び研修会参加者による評価集計結果，
内容」や保護者による「幼稚園評価アンケート結果報告書」を学校評議員会に
報告した。

附属運営【１３６】 【１３６】
（16）3)-③ 平成１６年度までに，附 平成１６年度に附属学校園のめざす幼児・児童・生徒像を公表し，平成１７（16年度に実施済みのため，17年度は年度

属学校のめざす幼児・児童・生 年度版の附属学校園の学校要覧(印刷物）やウェブページに掲載するとともに，計画なし）
。徒像を明確にする。 平成１８年度入試の出願希望の保護者等に対する事前説明会に配付し説明した

附属運営【１３７】 【１３７】
（16,17）3)-④ 平成１６年度に入学者選 平成１６年度に設置した各校園の検討班 入学選考改善委員会を設け,前年度までの入学者選抜方法を見直し,実施内容

抜方法等を検討するための委員 において，引き続き選抜方法等の改善を図 等を改善し,平成１８年度の入学者選抜に生かした。
会を設置し，選抜方法等の改善 る。
を図る。
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附属運営【１３８】 【１３８】
（16）3)-⑤ 平成１６年度から，教員 教員の標準定員を下回っている附属養護学校において，概算要求の結果，平（16年度に実施済みのため，17年度は年度

増を可能にする方策を検討す 成１７年度から１人増員が図られた。計画なし）
る。

附属運営【１３９】 【１３９】
（16）3)-⑥ 平成１６年度から，附属 情報環境管理者の配置に代わり，外部委託を行い，不具合が生じた場合はそ（16年度に実施済みのため，17年度は年度

学校園の情報環境の管理保全に の都度対応している。また，情報環境の管理という面では，情報に関わるセキ計画なし）
あたる情報環境管理者を新たに ュリティ意識を高めるため 「鳴門教育大学情報セキュリティポリシー」を制定，
配置する。 し，冊子にまとめ教職員に配付するとともに，説明会を開催した。

附属運営【１４０】 【１４０】
（16）3)-⑦ 平成１６年度から，附属 平成１６年度に引き続き，平成１７年度も附属学校園にスクールカウンセラ（16年度に実施済みのため，17年度は年度

学校園専属のスクールカウンセ ー(２人)を配置し，児童・生徒・保護者のカウンセリングを実施した。計画なし）
ラー若しくは臨床心理士を２名
配置する。

附属運営【１４１】 【１４１】
（16）3)-⑧ 平成１６年度から，小学 小学校では，各クラス週１時間(合計週１８時間)の英語学習を実施している（16年度に実施済みのため，17年度は年度

校・中学校のＡＬＴ(英語指導 が，平成１７年度より小学校英語教育センター専任講師（外国人）の協力を得計画なし）
教員(助手))の指導時間増のた て，全授業をネイティブによる指導に切り替えた。
めの方策を講じる。

附属運営【１４２】 【１４２】
（16～21）3)-⑨ 平成１６年度から，幼稚 幼稚園では，学級編成，保育料，外部研 運営検討班を再組織し,検討を行い，現状についての分析・保護者のニーズの

園では，学級編成・保育料・外 究資金，外部評価及び情報公開等の適正化 把握をし，問題や課題を明確にした。
部研究資金・第三者評価・情報 や充実について検討する。
公開等についての適正化や充実
についての検討をする。

附属運営【１４３】 【１４３】
（16）4)-① 平成１６年度までに，徳 平成１６年度に締結した「徳島県教育委員会と国立大学法人鳴門教育大学の（16年度に実施済みのため，17年度は年度

島県及び関係市町村教育委員会 人事交流に関する協定」に基づき採用した徳島県の小学校教員（１人：講師）計画なし）
と人事交流制度並びに教員研修 が，週１回各附属学校園の児童・生徒・保護者を対象にしたカウンセリング業
制度及び共同研究体制について 務を担当するなど，円滑な人事交流を実施している。
協議するための体制を整備し，
円滑な交流人事を図るとともに
徳島県内の教員の資質の向上に
寄与する。

附属運営【１４４】 【１４４】
（16～21）4)-② 教育の今日的重要課題に 教育の今日的重要課題について，公立学

ついて，公立学校園の教員と連 校園の教員と連携を図りながら，実践研究
携を図りながら，実践研究を積 を積極的に行う。
極的に行う。

附属運営【１４５】 【１４５】
（16）○幼稚園では，平成１６年度に， ○幼稚園では,平成１６年度に引き続き,ウェブページ上の教育内容・研究の概（16年度に実施済みのため，17年度は年度

現職教員や保育士・地域の保護 要等を随時更新し,新しい情報を公開した。また,公開講座や子育て支援事業を計画なし）
者を対象にした公開講座や子育 実施した。
て相談事業等を実施する。
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附属運営【１４６】 【１４６】
（16～21）○小学校では，平成１６年度から ○小学校では，テレビ会議システムや各種 ○小学校では テレビ会議システム等利用による実践研究の実施要項に基づき， ，

テレビ会議システムや各種メデ メディアを積極的に活用し，公立学校の テレビ会議を１０月に徳島市立城東小学校との間で行った。また，デジタルコ
ィアを積極的に活用し，公立学 教員と連携して実践研究を行う。また， ンテンツ活用授業を,年間６回行い,徳島県理科教育研究会で報告した。
校の教員と連携して実践研究を 小学校の研究内容を定期的に広報紙・ホ
行う。また，小学校の研究内容 ームページ等で積極的に発信する。
を定期的に広報紙・ホームペー
ジ等で積極的に発信する。

附属運営【１４７】 【１４７】
（16～21）○中学校では，徳島県中学校教育 ○中学校では，徳島県中学校教育研究会と ○中学校では 徳島県中学校教育研究会と連携し 各教科での実践研究を進め， ， ，

研究会と連携し，実践研究を行 連携し，実践研究を行うとともに，その 実践研究の内容をウェブページや広報誌で積極的に発信した。
うとともに，その内容を積極的 内容を積極的にホームページで公開する ○特に,技術・家庭科では「情報共有化推進モデル事業（文部科学省指定）を徳。
にホームページで公開する。 島県教科研究会とともに研究し,その内容を公表している。

附属運営【１４８】 【１４８】
（16～21）○養護学校では，個別の指導計画 ○養護学校では，個別の指導計画の作成と ○養護学校では，児童生徒一人ひとりに対応する指導計画やサポートブックの

の作成とその実践を集積する。 その実践を集積する。また，自閉症の児 見直しを行った。また，自閉症の児童生徒指導の研究を深め，ＡＤＨＤ（注意
また，自閉症の児童生徒の指導 童生徒指導の研究を深め，ＡＤＨＤ（注 欠陥多動性障害 ・高機能自閉症等についての公開研修や公立学校からの要請に）
の研究を深め，ＡＤＨＤ（注意 意欠陥多動性障害 ・高機能自閉症等につ 基づく特別支援教育に関するケース研究会への支援等を積極的に実施した。）
欠陥多動性障害 ・高機能自閉 いての研修や相談を積極的に実施する。）
症等についての研修や相談を積
極的に実施する。

附属運営【１４９】 【１４９】
（16～21）4)-③ 附属学校教員に対し，１ 附属学校教員に対し １０年経験者研修 ○小学校では,地域の中核となる校長・教頭等の育成を目的とした研修や国語力， ，

０年経験者研修，初任者研修， 初任者研修，英語担当教員国内研修などの 向上研修等,各種研修に職員を積極的に派遣し,資質の向上に努めた。
英語担当教員国内研修などの各 各種研修を積極的に実施（派遣）し，資質 ○中学校では，１０年経験者研修をはじめ，国や教育委員会の実施する研修に
種研修を積極的に実施（派遣） の向上を図る。 積極的に派遣し，研修内容を報告するなどして教員全体の資質向上に努めた。
し，資質の向上を図る。 ○養護学校では，１０年経験者研修等の各種研修に積極的に派遣した。

○幼稚園では，１０年経験者研修・海外研修等に積極的に派遣した。

附属運営【１５０】 【１５０】
（16,17）4)-④ 平成１６年度までに，附 平成１６年度に策定した附属学校教員に 平成１８年度の入学生としての派遣を,従前からの２人から３人に増員した。

属学校教員の資質向上を図るた 本学大学院修士課程で専修免許状を取得さ また，附属４校園から各１人派遣するための方策を検討した。
めに，本学大学院修士課程で専 せるための方策を，本年度から実施する。
修免許状を取得させるための方
策を検討し，平成１７年度から
実施する。
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附属運営【１５１】 【１５１】
（16～21）5)-① 平成１６年度までに，学 平成１６年度に策定した「学校安全指導 ○小学校では,安全指導計画の見直しを行い附属小学校安全指導計画を新たに作

校安全指導に関する要領を策定 に関する要領」に基づき，幼児・児童・生 成し,それに基づき年間の安全指導及び対応を行った。特に,ＡＥＤ（自動体外
し，幼児・児童・生徒への安全 徒への安全指導教育を計画的に実施すると 式除細動器）を導入し,職員及び保護者研修を実施した。
指導教育を計画的に実施すると ともに，施設・設備面においても計画的に ○中学校では，学校の安全指導を計画的に進め，施設・設備の安全点検・管理
ともに，施設・設備面において 安全対策を講じる。 に努めた。
も計画的に安全対策を講じる。 ○養護学校では，年間計画により，毎月の学校安全の日を中心に，交通安全指

， ， 。導 通学指導 火災・地震・津波・不審者侵入の各避難・対応訓練を実施した
また，外部講師により，心肺蘇生法の職員研修も実施した。ＡＥＤを導入し,外
部講師によりその使用法等の職員研修を実施した。
○幼稚園では,安全指導計画等に基づき，新たに防犯ステッカーを配布し,通園
路の安全点検・安全確保の意識を高めた。
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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する特記事項

③ 平成１６年度に導入した入学料，授業料及び寄宿料に係る減免制度の選考基１ 教育に関する目標
準を見直し，平成１８年４月から実施することとした。

(１) 教育の成果に関する目標を達成するための措置として，教育実践学を中核とした
教員養成を行うため，学士課程において本学独自の教員養成コア・カリキュラムを (９) 教員インターンシップの活性化を図るため，実地教育等の見直しを行い，平成１
開発し，平成１７年度入学生から適用した。 ７年度から「教員インターンシップ」として単位化した。

２ 研究に関する目標(２) 学士課程，大学院課程において，成績評価方法等の改善のための組織的取り組み
として，成績評価を４段階から，５段階とし，厳正な成績評価基準に改め，平成１
７年度から適用した。 (１) 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置として，小学校の

英語教育支援（担当者養成，研修，研究等）のため 「小学校英語教育センター」，
(３) 教員就職支援チーフアドバイザー等と各講座等の教職員が連携して，模擬面接・ を平成１７年度に開設した。
模擬授業等の指導を行うなど全学的取り組みを行い，学生の実践的教育力の向上に
努めた。 (２) 平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に基づ
各教育委員会を訪問し，教員需要の情報収集を行い，学生に情報提供を行った。 き，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制定した。

， （ ， ， ，本学に各都道府県の人事担当者を招いての教員採用試験説明会について，前年度 講座及び教員に対し 学長の定める重点目標及び分野別 教育 研究 大学運営
から実施回数を増やすことにより充実を図った （平成１６年度の４都道府県市か 地域貢献）の項目について自己点検・評価並びに業績評価を実施した。評価結果は。
ら，平成１７年度は７都道府県市に増加） 教育研究費配分に活用する。

(４) 平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に基づ (３) 平成１６年度から引き続き検討を重ねてきた教員組織（第１部）の改組構想に教
き，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制定した。 職大学院構想を加え，教育研究活動を推進するための教員組織の見直しについて検
講座及び教員に対し 学長の定める重点目標及び分野別 教育 研究 大学運営 討した。なお，教職大学院は本学学校教育研究科に高度学校教育実践専攻として平， （ ， ， ，
地域貢献）の項目について自己点検・評価並びに業績評価を実施し，評価結果は平 成２０年度に設置する予定である。
成１８年度の教育研究費配分に活用する。

(４) 「国立大学法人鳴門教育大学教員の任期に関する規程」及び「国立大学法人鳴門
(５) 各都道府県の教育委員会（３２箇所）に対する派遣要請活動及び全国１２会場で 教育大学教員の再任手続きに関する細則」を，平成１８年４月１日に制定すること
の大学院説明会において本学大学院のＰＲ活動に努めた。また，学会や公開講座の とした。
場においても募集要項・パンフレット等を配付した。
昨年度に引き続き本学大学院生を入試広報協力員として委嘱し広報活動を行うと (５) 研究実施体制等の整備に関する目標の措置
ともに本学同窓会員に対しても広報活動への協力を依頼した。

① 研究活動の推進のための有効な法人内資源配分等の取り組みとして，教員の
(６) 学部学生に教育現場を理解させるための授業（初等中等教科教育実践Ⅰ）におい 教育研究，大学運営及び地域貢献等に関する業績評価に基づく研究費の傾斜配
て現職大学院生を実地指導講師として委嘱し，授業を実施することにより，学部学 分方法を見直し，教育に係る業績評価に基づく配分率を引き上げた。
生の教育現場理解の促進に努めた。 改定後の配分率を平成１８年度の予算配分に適用した。

② 教育研究活動等の業績評価を昇給及び勤勉手当に反映させるための「業績評
(７) 学校危機管理に関する授業科目として，学士課程では「学校の危機管理」を開設 価を反映する給与システムについて」を定め，平成１８年度から実施すること
した。 とした。
大学院課程では 「学校危機管理研究」を開設し，平成１７年度入学生から適用 ③ 平成１６年度にとりまとめた外部研究資金を確保するための方策を基に，科，
した。なお，平成１８年度入学生から学校改善コースの中に学校管理職養成分野と 学研究費補助金に特化した「科学研究費補助金申請に向けての取り組み」を策
してカリキュラムを適用させるための諸準備を行った。 定し，資金獲得に努めた。

④ 本学を含む四国地区国立５大学と独立行政法人産業技術総合研究所との間に
(８) 学生の相談体制の充実に関する措置内容 おいて，産学連携に関する協定を平成１７年８月に締結した。

３ その他の目標① 大学院生に対する就職支援業務（進路指導及び進路相談を含む）の強化につ
いて検討を重ね，平成１８年度から大学院生就職支援アドバイザー（教育現場
経験者：非常勤）を配置することとした。 (１) 附属学校に関する目標を達成するために，大学教員の専門性を生かした授業とし
② 多様な学生に対し，授業終了後も相談室を利用することができるように，学 て,
生総合相談室の受付時間を前年度より３０分間延長し，１８時３０分までとし ① 小学校では,９教科（国語科・社会科・算数科・理科・生活科・音楽科・図工
た。また，この利用時間に対応するため，相談室の窓口対応者が交代で待機す 科・家庭科・体育科）の授業を実施した。また,英語の授業は,年間を通して授
る体制をとっている。 業を実施した。
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② 中学校では，必修教科(国語・数学・理科・美術・技術家庭),選択教科(国語
２．学生支援の充実・理科・技術家庭)の授業を実施した。
(１) 学生に対する学習・履修・生徒指導の充実や学生支援体制の改善のための組織的

(２) 附属学校に関する目的を達成するために，附属学校教員による学部授業を支援す 取り組みの状況
るための措置として，平成１６年度に確立した制度に基づき，教育支援のために附 ① 学長と，学部生各年次のクラス代表者及び大学院１年次生・２年次生代表者と
属学校教員が教員養成実地指導講師として学士課程での授業を担当した。 の懇談会をそれぞれ毎年度開催し，直接学生からの要望や意見を聴取している。

聴取した意見を基に，学生生活の充実に向けた支援策を講じ，また懇談概要につ
【20】(３) 附属学校に関する目的を達成するために 「新任大学教員の附属学校における研 いては速やかに全学生及び教員にウェブ上等において広報を行っている， 。

修実施要項」を制定し，附属学校において研修を行う制度を確立し，平成１８年度 ② 幼児・児童・生徒の成長と発達に関する総合的な理解を深めさせるという観点
新任大学教員から実施することとした。 から，全教科・領域にわたる優れた指導能力を備えた初等教育教員及び中学校教

員を養成するため，次のとおり入学時からキャリア教育を体系的に取り入れた合
(４) 附属学校に関する目的を達成するために，学校安全教育及び施設・設備における 宿研修等を実施している。
対策として， ・学部新入生に対して，入学早々，修学等の指導及び教職員と学生及び学生相互
① 小学校では,安全指導計画の見直しを行い附属小学校安全指導計画を新たに作 の交流並びに「教職」の魅力を深めることを目的に，１泊２日の合宿研修を毎年

【21】成し,それに基づき年間の安全指導及び対応を行った。 度，入学時に実施している。
② 中学校では，学校の安全指導を計画的に進め，施設・設備の安全点検・管理 ・学部２年次生に対し，クラス担当教員及び学生相互の交流を図るとともに，教
に努めた。 員になるため必要な自覚や体験を深め，より優れた教員の養成を目的に，１泊２

【22】③ 養護学校では，年間計画により，毎月の学校安全の日を中心に，交通安全指 日の合宿研修を毎年度１回実施している。
導 通学指導 火災・地震・津波・不審者侵入の各避難・対応訓練を実施した ・学部３年次生に対し，就職活動への心構えを形成するとともに，採用試験への， ， 。

【 】また，外部講師により，心肺蘇生法の職員研修も実施した。 諸準備を行うことを目的に １泊２日の合宿研修を毎年度１回実施している， 。 23
④ 幼稚園では,安全指導計画等に基づき，新たに防犯ステッカーを配布し,通園 ③ 留学生に対して，教職員からの寄付金等により「奨学金の支給 「疾病・災害」，
路の安全点検・安全確保の意識を高めた。 時の見舞金の支給」を行っている。
⑤ 各附属学校にＡＥＤ（自動体外式除細動器）を導入し，外部講師によりその
使用法等の職員研修を実施した。 (２) キャリア教育，就職支援の充実のための組織的取り組みの状況

① 教員就職支援チーフアドバイザー等と各講座の教員が連携して，模擬面接・模
擬業等の指導を行うなど全学的な取り組みを行い，学生の実践的教育力の向上に各年度終了時の評価に係る実施要領に基づく観点（【 】 ）は別添資料編の資料番号を示す
【24】努めた。

② 各教育委員会を訪問し，教員需要の情報収集を行い，学生に情報提供を行うと１．教育方法等の改善
(１) 一般教養教育の指導方法改善のための組織的取り組みの状況 ともに，本学に各都道府県の人事担当者を招いての教員採用試験説明会を実施し

【25】一般教養教育の指導方法改善のため，教員の所属講座にとらわれない授業科目担 た。
， ，当者の配置方策について検討結果をまとめた。また，教養教育と専門教育の有機関 ③ 就職ガイダンスの内容を見直すとともに 実施回数を週１回から２回に増やし

【26】連を図ることを重点目標に，新カリキュラムとして「現代社会の諸問題 「身体運 学生のニーズに応えた」， 。
【15】動・表現コミュニケーション」に授業科目を設定した。

(３) 課外活動の支援など学生の厚生補導のための組織的取り組みの状況
(２) 学部教育や大学院教育の指導方法改善のための組織的取り組みの状況 ① 課外活動団体のリーダーに対し，リーダーとしての基本的知識の修得と，課外
授業改善のためのシンポジウム，授業公開週間及び授業評価等のＦＤ研修を実施 活動団体相互の親睦を図り，課外活動を発展向上させることを目的に，サークル

【27】し，ＦＤ報告書を作成した。また，学部・大学院において，それぞれ学生による授 ・リーダーシップ・セミナーを毎年度１回実施している。
業評価専門部会を設置し，学生に対する授業評価を実施した ② 学生の正課授業及び課外授業において使用頻度の高い体育館，サッカー・ラグ。【16 【17】】

【28】ビー場の改修等を行い，安全性の確保及び課外活動施設の充実を図った。
(３) 各法人の個性・特色の明確化を図るための組織的取り組みの状況 ③ 総合体育大会等に参加する学生に対して，学生後援会等と連携をとり，活動資

【29】「今後の国立の教員養成系大学・学部の在り方について」において提言された， 金の援助及び大会で優秀な成績を挙げた者を表彰した。
【30】教員養成学部におけるコア・カリキュラムの開発を全国の大学に先駆けて行い，本 ④ 学生宿舎の改修を行い，快適な生活環境を提供した。

【18】年度から実施した。
３．研究活動の推進

(４) 他大学等での教育内容，教育方法等の取り組み情報収集及び学内での情報提供の (１) 研究活動の推進のための有効な組織編成の状況
状況 理事の下で研究開発等の部門における情報収集及び企画・立案等を行う「学長補

【31】平成１７年度に，中国・四国地区国立大学教養教育実施組織代表者会議事務協議 佐」制度を導入した。
会に参加し，教養教育について。他大学（総合大学等）との情報交換を行い，平成
１８年度から本会議が運営するＳＣＳを利用した中国・四国地区国立大学等共同事

【19】業へも加入することとした。
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(２) 研究支援体制の充実のための組織的取り組みの状況 各項目共通
【8-5】 ◇従前の業務実績の評価結果の運用についての活用状況① 文部科学省から専門官を招いて科学研究費補助金説明会を開催した。

② 教育研究費の配分にも活用する業績評価において，科学研究費補助金の申請・ 平成１６年度の評価結果にて指摘を受けた事項については，平成１７年は以下のよう
採択状況を評価項目に組み込むことにより，各教員の外部資金獲得に対するイン に取り組んだ。

【4-1】センティブ向上に努めることとした。
「 。 ， ，③ 本学ウェブページ上の「補助金・助成金情報」について，内容を充実した。 ○ 大学教員と附属学校教員との連携を図り相互に授業を支援している なお 大学
学部と一体となった取り組みを一層推進されることが求められる 」【8-8】 。

④ 平成１８年度に戦略的教育研究開発室を設置し，その下部組織として既存の研
究開発専門部会（ＧＰ）及び科学研究費補助金プロジェクト検討会議を置くこと ：平成１７年度から開始した新カリキュラムにより附属校園と連携し，研究及び教育

。 。 ， ，について検討した 実習の充実を図るとともに成績評価基準を明確にした また 小学校及び中学校では【32】
平成１６年度に校内に組織した部会や委員会を中心に，それぞれの学校の教員が担当
する学部の授業（新カリキュラム）や大学院の授業(教育実践研究）の内容・方法等，４．社会連携・地域貢献，国際交流等の推進

【18】(１) 大学等と社会の相互発展を目指し，大学等の特性を活かした社会との連携，地域 授業支援の在り方について検討した。
活性化・地域貢献や地域医療等，社会への貢献のための組織的取り組みの状況
① 本学の教員が，無料で学校教員，児童・生徒，保護者を対象に，講演，授業実 ○ 「 学生サービスの充実』に関しては，既存の支援策の他にも更なる取り組みが期待『
践，指導方法や課題解決の指導等を行う 「教育支援講師・アドバイザー等派遣事 される 」， 。
業」を積極的に推進している。また，本制度未登録者に対し，積極的な登録を推
進しＰＲを行った結果，登録者割合は全教員の６７．１％（目標値６５％）とな ：留学生担当窓口に英語に堪能な職員を配置するなど，学生支援相談体制の充実を図
った っている。また，学生宿舎・課外活動施設等の改修・充実等も実施している。。【33】

【28 【30】② 平成１６年度に中国の北京師範大学と，平成１７年度にタイのコンケン大学と 】
国際学術交流協定及び学生交流実施細目を締結した ：留学生の交流の場であるインターナショナルルームを移設し内容の充実を図った。。【34】

また，長期履修学生については，連絡室を設置した。なお，長期履修学生と理事及
(２) 産学官連携，知的財産戦略のための体制の整備・推進の状況 び教務関係教員との懇談会（２回 ，及び指導教員との懇談会（３回）を実施し，長期）
① 鳴門市の子ども達のための”美術の広場”を築き，次代を担う子ども達の教育 履修学生の教育面のサポートを行うとともに，懇談結果をもとに平成１７年度から開
を地域ぐるみで活性化させるために，大塚国際美術館及び鳴門市との連携による 始した本制度の指導体制の強化を図ることとした。
地域文化教育プロジェクト（Ｎ＊ＣＡＰ）を立ち上げワークショップを開催する ：大学院生に対する就職支援業務（進路指導及び進路相談を含む）の強化について検
など，小学生を対象に多様な鑑賞・表現活動を行った 討を重ね，平成１８年度から大学院生就職支援アドバイザー（教育現場 経験者：非常。【35】

【36】 【5-2】② 知的財産室設置に係る要項を制定することとした 勤）を配置することとした。 。

(３) 国際交流，国際貢献の推進のための組織的取り組みの状況
① 発展途上国の教育課程に対応した国際教育協力の計画・実施・評価に係る研究
・開発を進めるとともに，国際的視野を持った人材を養成し，本学の豊富な国際
教育協力経験を社会に還元，貢献するために，教員教育国際協力センターを設置
【37】した。

② 南アフリカ共和国やラオス人民民主共和国の理数科教員の資質の向上や指導法
の改善を図るため，両国の現職の教員を研修員として受入れている。また，アフ
ガニスタン・イスラム共和国の平和・安定・成長に向けた教育分野の復興に貢献
するため本学教員を発展途上国に派遣するなど，教育の振興に貢献している。

【8-4 【38】】

(４) 附属学校の機能の充実についての状況
附属学校部長を中心に，附属４校園の組織（附属学校部）と大学の教員組織（講

【39】座）及び各センターとの研究体制を検討した。

５．その他
(１) 他大学等との連携・協力についての状況
徳島県内の大学と徳島県教育委員会との連携に関する連絡協議会を年２回開催
している。また，本協議会の下に「大学学校間連携部会 「教員養成・研修部会」」，
及び「生涯学習ネットワーク部会」の３つの部会があり，それぞれ年３回程度開

【40】催されている。
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
１ 運営体制の改善に関する目標

1) 学長を中心とするダイナミックで機動的な運営体制を確立する。
2) 役員及び経営協議会の構成員に学外者を積極的に登用し社会に開かれた運営シス中
テムを確立する。
3) 教員，事務職員の一体化を目指した積極的業務連携を推進する。期
4) 運営体制の効率化を図る。

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

役員会【１５２】 【１５２】
（16）1)-① 理事は３名体制として， 平成１８年度から常勤理事３人体制とする方針を決定した。（16年度の年度計画を受けて，18年度か

ら実施予定のため，17年度は年度計画なうち１名は学外から登用する。
し）当初は常勤２名（学内）非常

勤１名（学外）とするが，将
来３名とも常勤とする。

役員会【１５３】 【１５３】
（16）1)-② 教授会の審議事項は，真 教授会及び研究科委員会の審議事項については，平成１６年度に続いて（16年度に実施済みのため，17年度は年

に必要な事項に精選する。 精選し，審議時間の短縮を図ることで教育研究等の時間の確保に努めた。度計画なし）

役員会【１５４】 【１５４】
（16）1)-③ 監事は２名とも非常勤と 監事 非常勤 には 役員会 経営協議会及び教育研究評議会に陪席し（16年度に実施済みのため，17年度は年 （ ） ， ， ，

するが，監事監査規程に基づ 審議の過程において意見を述べ，又臨時の監査が行える体制としている。度計画なし）
き厳格な監査実施体制を確立
する。

経営協議会【１５５】 【１５５】
（16）2)-① 経営協議会の構成員の半 経営協議会の学外委員からの意見を受け，入学試験業務に係る手当支給（16年度に実施済みのため，17年度は年

数以上は学外者とするほか， 対象業務を精査し「特殊勤務手当支給細則」を改正した。度計画なし）
積極的に社会の意見や知恵を
大学運営（経営面）に反映さ
せる。

学長選考会議【１５６】 【１５６】
（16）2)-② 学長選考会議は，１２名 （16年度に実施済みのため，17年度は年

度計画なし）体制（学外者５名）とし，学
長及び理事を構成員とする。
選考過程における職員の意向
聴取のための投票は行わず，
学長選考会議の権限を重視し
た選考制度を確立する。

国立大学法人鳴門教育大学
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進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

（ ）【１５７】 【１５７】 役員会 事務局連
（18～21）3)-① 事務部門は理事の業務内 ○事務局連絡会議（議長：事務局長）において，中期目標期間中における（18年度から実施予定のため，17年度は

容に則し，体系的に整理・統 事務組織について検討し，第１次報告書（平成１６年度作成）に続いて第年度計画なし）
合し，事務局は中期目標期間 ２次報告書をまとめた。
中の早期の時期に廃止する方 ○事務局制度の廃止を見据え，段階的措置として，平成１８年度から常勤
向とする。 理事３人体制とし，そのうち１人の理事が事務局長を兼ねる体制とする方

針を決定した。

役員会【１５８】 【１５８】
（16）3)-② 法人化により必要となる ○コンサルタント会社との間に人事労務管理に関するコンサルティング契（16年度に実施済みのため，17年度は年

新たな業務については，早期 約を締結し，人事・労務に関する日常業務及び諸規程の作成・改訂に伴う度計画なし）
に体制を整備する。 相談等に対する相談，助言，指導を受け，円滑な労務管理を行う体制を整

備した。

役員会【１５９】 【１５９】
（16）3)-③ 平成１６年度に，教員と ○平成１６年度に設置した事務局連絡会議において，各種委員会に事務系（16年度に実施済みのため，17年度は年

事務職員の連携体制を検討す 職員を委員として参画させるための検討を行った。度計画なし）
る組織を設置し，平成１７年 ○平成１８年度から大学院生就職支援アドバイザー（非常勤）を設け，事
度以降 業務体制を確立する 務局学生課就職支援室スタッフと連携し就職支援活動にあたるための検討， 。

を行った。

附属運営【１６０】 【１６０】
（16）4)-① 附属学校の管理運営体制 附属学校部長を教育研究評議会の構成員に加えることにより，附属学校（16年度に実施済みのため，17年度は年

を確立し，大学組織との効率 園の意見を反映させ，大学と附属学校園の効率的な連携を図った。度計画なし）
的な連携を図る。

ウェイト小計

国立大学法人鳴門教育大学
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国立大学法人鳴門教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
２ 教育研究組織の見直しに関する目標

1) 教育研究の進展や社会的要請に応じて，適切な評価に基づき，教育研究組織の弾
力的な設計と改組転換を進める。中

期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

改革推進【１６１】 【１６１】
（16）1)-① 平成１６年度までに，講 新たな教育課程として「日本語教育分野」を新設するとともに，平成１（16年度に実施済みのため，17年度は年

座編成，教員配置等について ８年度に「学校管理職養成分野 「特別支援教育コーディネーター養成分度計画なし） 」，
見直し，平成１７年度から新 野」の新設及び教育臨床コースの分野を再編するための諸準備を行った。

。たな教育研究体制を確立する

改革推進【１６２】 【１６２】
（16）1)-② 平成１６年度までに，学 平成１７年４月から，４センターを地域連携センター，実技教育研究指（16年度に実施済みのため，17年度は年

校教育実践センター，附属実 導センター，高度情報研究教育センター及び心身健康研究教育センターに度計画なし）
技教育研究指導センター，保 改組し，実技教育研究指導センターを学部附属教育研究施設から学内共同
健管理センター及び情報処理 教育研究施設に再編した。
センターの組織及び業務を見
直す。

ウェイト小計
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国立大学法人鳴門教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
３ 人事の適正化に関する目標

1) 教員の流動性・多様性を高めるための人事を推進する。
2) 教育研究の活性化を図るため，業績評価の評価基準や方法及びこれを反映するた中
めの給与システムを確立する。
3) 教職員の定数管理と事務系職員の採用・人事制度を確立する。期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

人事【１６３】 【１６３】
（17,18）1)-① 平成１８年度を目途に教 平成１８年度に導入することとしてい 「国立大学法人鳴門教育大学教員の任期に関する規程」及び「国立大学

員の任期制を導入し，教員人 る教員の任期制について検討を行う。 Ⅲ 法人鳴門教育大学教員の再任手続きに関する細則」を制定し，平成１８年
事の活性化と流動性を図る。 ４月１日から施行することとした。

人事【１６４】 【１６４】
（16,17）1)-② 平成１６年度中に，教員 平成１６年度に見直した教員選考基準 教員選考基準及び選考方法について，本学のウェブページで公開するこ，

選考基準及び選考方法を見直 選考方法及び選考結果を公開する。 Ⅲ ととし，教員の公募及び選考結果についても本学のウェブページに掲載す
し平成１７年度から選考基準 ることとした。，
選考方法及び選考結果を公開
する。

人事【１６５】 【１６５】
（18～21）1)-③ 中期目標期間中に，国籍 平成１７年度においては １４件の大学教員採用人事があり 女性４人（18年度から実施予定のため，17年度は ， ， ，

・性別にとらわれない人事を 外国人教員２人を採用した。年度計画なし）
行うという理念に基づき，女
性教員の割合を２０％に引き
上げるとともに，外国人教員
の増員を図る。

評価【１６６】 【１６６】
人事2)-① 平成１６年度に，業績評 平成１６年度に設置した人事委員会及 平成１６年度にとりまとめた 自己点検・評価実施に関する基本的事項「 」
（16～18）価及びこれを反映する給与シ び評価委員会において業績評価及びこれ Ⅲ に基づき 教育・研究活動等を評価するために 自己点検・評価実施要領， 「 」

ステムについて検討するため を反映する給与システムについて，引き を制定した。また，業績評価の評価結果を給与に反映させるため 「業績評，
の委員会を設置し，平成１８ 続き検討する。 価を反映する給与システムについて」を制定し，平成１８年度から実施す
年度から実施する。 る。
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国立大学法人鳴門教育大学

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

改革推進【１６７】 【１６７】
（16～21）3)-① 中期目標期間中の教職員 平成１６年度に策定した教職員の定数 平成１６年度に策定した教職員の定数管理計画に基づき，計画的に定員

の定数管理計画を策定し，計 管理計画に基づき，計画的に定数管理を Ⅲ 配置を行った。また，総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年度ま
画的に定数管理を行う。 行う。 でに概ね４％の人件費を削減するため，今後４年間の人件費削減及び人員

削減計画を策定した。

事務局連【１６８】 【１６８】
（16,17）3)-② 平成１６年度までに事務 平成１６年度に策定した事務系職員の ○中国・四国地区国立大学法人等職員採用試験を実施した。

系職員の採用，養成及び人事 採用，養成並びに人事交流に係る指針及 Ⅲ ○徳島地区３機関及び本学独自の研修計画を策定し，実施した。
交流に係る指針及び具体的方 び具体的方策を，本年度から実施する。 ○四国地区１３機関及び徳島地区３機関の間で締結した人事交流協定に基
策を策定し平成１７年度から づき，人事交流を実施した。
実施する。

ウェイト小計
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国立大学法人鳴門教育大学

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化
４ 事務等の効率化・合理化に関する目標

1) 事務組織・職員配置を再編し，業務の効率化，合理化を図る。
2) 事務電算化を推進し，事務処理の簡素化・迅速化を図る。中
3) 外部委託等を積極的に活用する。

期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

事務局連【１６９】 【１６９】
（16～21）1)-① 法人化移行時は事務局組 中期目標期間中に事務局制度を廃止し ○事務局連絡会議（議長 事務局長）において，中期目標期間中における事，

織は継承することとするが， 事務部門を各理事のスタッフとするよう Ⅲ 務組織について検討し，第１次報告書（平成１６年度作成）に続いて第２
中期目標期間中に事務局制度 段階的に再編する。 次報告書をまとめた。
を廃止し，事務部門を各理事 ○事務局制度の廃止を見据え，段階的措置として平成１８年度から常勤理
のスタッフとするよう段階的 事３人体制とし，そのうち１人の理事が事務局長を兼ねる体制とする方針
に再編する。 を決定した。

事務局連【１７０】 【１７０】
（16,17）1)-② 勤務時間管理業務，契約 管理・運営業務等の一元化を図るとと ○平成１８年３月，附属小学校の営繕手が退職することを機に，附属小学

業務（物件費 ，電算機システ もに 業務処理方法の簡素化を推進する 校と附属中学校の営繕業務を一元化し，附属中学校の用務員がこの業務に） ， 。
ムの管理・運営業務等の一元 Ⅲ 従事する業務態勢とする方針を決定した。
化を図るとともに業務処理方 ○教務事務電算システムを更新し，業務処理事務量の簡素化を図った。

（ ）法の簡素化 決裁システム等
を一層推進する。

学部教務【１７１】 【１７１】
大学院教務2)-① 平成１６年度から，諸証 証明書発行に要する作業時間の短縮により，学生からの履修・生活相談（16年度に実施済みのため，17年度は年
学生支援明書の電子化を図り，自動発 業務等を，よりきめ細かく対応することができた。度計画なし）
（16）行化を一層促進する。

学部教務【１７２】 【１７２】
大学院教務2)-② 平成１７年度から履修登 履修登録，教員による成績入力等の教 Ⅲ 事務作業の効率化を図るため，平成１７年度から新教務システムを導入
（17，18）録，教員による成績入力等の 務事務の電子化を行う。 し，履修登録や教員による成績の入力等教務事務の電子化を行った。

教務事務の電子化を図る。
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進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

学部教務【１７３】 【１７３】
大学院教務2)-③ 平成１８年度から授業時 平成１８年度から授業時間割作成を電 Ⅲ 平成１７年度から導入した新教務システムに追加するためのカスタマイ
（17，18）間割作成の電子化を図る。 子化するため，必要な措置を講ずる。 ズ仕様策定委員会を発足させ検討を行い，平成１８年度から電子化を図る

こととした。

予算財務【１７４】 【１７４】
（16～21）3)-① 平成１６年度までに業務 平成１６年度に策定した業務外部委託 Ⅲ 平成１６年度に策定した「業務外部委託年次計画」に基づき，図書契約

外部委託計画を策定し，平成 計画に基づき，外部委託を計画的に実施 事務，学内使送業務，附属小学校給食調理業務の３件を外部委託した。ま
１７年度から年次計画に基づ する。 た，平成１８年度から旅費計算業務，附属図書館目録データ入力業務を外
き外部委託を行う。 部委託するための諸準備を行った。

ウェイト小計

ウェイト総計
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

(３) 事務作業の効率化を図るため，平成１７年度から新教務システムを導入し，学生１ 運営体制の改善に関する目標
自らウェブ入力により，履修登録や教員による成績の入力等教務事務の電子化を行

(１) 教授会及び研究科委員会の審議事項については，平成１６年度に続いて精選し， った。
審議時間の短縮を図り，学生の指導及び教員の研究を充実させることができた。

（【 】 ）各年度終了時の評価に係る実施要領に基づく観点 は別添資料編の資料番号を示す
(２) 平成１８年度から常勤理事３人体制とし，関連して理事が事務局長を兼ねる体制

１ 業務運営の改善及び効率化とする方針を決定した。
◇戦略的な法人経営体制の確立と効果的運用

(３) 学長がリーダーシップを発揮する大学運営体制として，学長補佐制度を平成１７ (１) 運営のための企画立案体制の整備状況
年１２月から導入し，学長の指示する特定分野（教育連携，研究開発及び入試広報 ① 学長及び理事（３人）で構成する「学長室懇談会」を置き，定期的（概ね毎
業務）に関してサポートを行い，円滑な業務の遂行に努めた。また，学長の指示す 週１回）に開催し，役員間の意思の疎通を図るとともに，諸課題等について協
る重要事項（広報業務）をサポートする学長特別補佐制度（学外者）について検討 議し，迅速かつ円滑な大学運営が図れる体制としている。
を行い，平成１８年度から導入することとした。 ② 学長，理事及び教員組織の各部長等で構成する「部長等連絡会議」を置き，

定期的（概ね毎月１回）開催し，大学運営について情報交換するとともに，重
要案件を措置する際，意見を徴し企画立案に生かす体制としている。２ 教育研究組織の見直しに関する目標
③ 事務局長（理事が兼職 ，事務局の各部課長で構成する「事務局連絡会議」を）

(１) 新たな教育課程として「日本語教育分野」を新設するとともに，平成１８年度に 置き，定期的（概ね月に１回）に開催し，事務局間の意思の疎通を図るととも
「学校管理職養成分野 「特別支援教育コーディネーター養成分野」の新設及び教 に，役員との連携のもと，諸事項の企画立案に当たる体制としている。」，
育臨床コースの分野を再編するための諸準備を行った。

(２) 上記の企画立案部門の活動状況，具体的検討結果，実施状況
【 】(２) 平成１７年４月から，４センターを地域連携センター，実技教育研究指導センタ 学長室懇談会 部長等連絡会議 及び 事務局連絡会議 の活動状況「 」，「 」 「 」 41

ー，高度情報研究教育センター及び心身健康研究教育センターに改組し，実技教育
研究指導センターを学部附属教育研究施設から学内共同教育研究施設に再編した。 (３) 法令や内部規則に基づく意思決定の状況

役員会，経営協議会，教育研究評議会，学長選考会議及び教授会等，運営組織
(３) 教育実践力のある教員の育成に努めるため，平成１６年度に「徳島県教育委員会 に係る諸規則を制定し，関係法令及びこれらの規程に基づき意志決定を行ってい

【42】と国立大学法人鳴門教育大学の人事交流に関する協定」を締結し，これに基づき， る。
徳島県の小学校教員１人を本学の講師として採用した（任期３年 。）

◇法人としての総合的な観点からの戦略的・効果的な資源配分
(１) 法人の経営戦略に基づく学長裁量経費・人員枠やその他の戦略的配分経費の措置３ 人事の適正化に関する目標

【3 【4 【43】状況 】 】
(１) 教員人事の活性化と流動性を高めるため 「国立大学法人鳴門教育大学教員の任 ① 予算編成方針及び戦略的な予算を組むための「学長裁量経費編成方針 「学， 」，
期に関する規程 及び 国立大学法人鳴門教育大学教員の再任手続きに関する細則 長裁量経費活用方針」に基づき，経費の配分を行っている。」 「 」
を制定し，平成１８年４月１日から施行することとした。 ② 平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に

基づき，教員の教育・研究活動等の業績を評価するために「自己点検・評価実
(２) 平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に基づ 施要領」を制定し，この評価結果を教育研究経費配分に生かす制度を，平成
き，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制定した。 １８年度から実施することとした。
また，業績評価の評価結果を給与に反映させるため 「業績評価を反映する給与，
システムについて」を制定し，平成１８年度から実施する。 (２) 上記の資源配分による事業の実施状況

① 学長裁量経費については 「研究プロジェクト 「教育・研究基盤設備 「教４ 業務の効率化・合理化に関する目標 ， 」， 」，
」 ， 。育研究環境整備 を対象に 大学の改革と充実発展のために重点配分している

【3】(１) 事務局制度の廃止を見据え，段階的措置として平成１８年度から常勤理事３人体
制とし，そのうち１人の理事が事務局長を兼ねる体制とする方針を決定した。

② 教職員の定数管理計画に基づく学長留保定員制度を活用し，平成１７年度に
， （ ）(２) 平成１８年３月，附属小学校の営繕手が退職することを機に，附属小学校と附属 小学校英語教育センター及び教員教育国際協力センターを設置し 教員 ３人

【10-1 【10-2 【37】中学校の営繕業務を一元化し，附属中学校の用務員がこの業務に従事する業務態勢 を配置した。 】 】
とする方針を決定した。
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◇監査機能の充実③ 業績主義的傾斜配分については全教員を対象に研究 著書 論文 学会発表（ ， ， ，
科学研究費補助金の申請等 ，教育（卒業研究・課題研究指導，学生の授業評価 (１) 内部監査組織の独立性の担保など監査体制の整備状況）
等 ，学内貢献及び社会貢献を評価項目とし，教育研究費として配分した （平 内部監査を実施するために，事務局に独立して「監事監査室」を置き，総務課企） 。
成１７年度配分額：約３千９百万円 画・評価係及び会計課総務・監査係のスタッフが，本務に併せてこの業務を行って）【4】

【7-2】いる。
(３) 平成１６年度に策定した教職員の定数管理計画に基づき，計画的に定員配置を行
った。また，総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年度までに概ね４％の人 (２) 内部監査の実施状況
件費を削減するため，今後４年間の人件費削減及び人員削減計画を策定した。 管理運営業務関係については，監査実施計画に基づき，年度計画に係る実施計画

の進捗状況について定期的に監査した。【9-1 【9-2 【10-1 【10-2】】 】 】
会計業務関係は，会計内部監査実施要項に基づき，帳簿，証拠書類及び実地監査

◇法人内における資源配分に対する中間評価・事後評価を活用した資源配分の修正 【47】により，実施した。
(１) 法人内における資源配分に関する中間評価・事後評価の実施状況

【 】【 】【 】本学は講座制を採っているが 「自己点検・評価実施要領」に基づく講座運営 (３) 監事監査 会計監査の実施状況及び監査結果の運営への活用状況， ， 6 26 47
に係る評価結果及び学生の定員充足状況を勘案し，教員組織の再編について検討 ① 監事監査状況
することとした 監事監査規程に基づき，監事監査計画を策定し，定期監査及び臨時監査を実。【43】

施した。また，監事に毎月開催している「役員会」及び「教育研究評議会」並
(２) 評価結果を踏まえた資源配分の見直しの状況 びに定期的に開催している「経営協議会」に陪席者として意見を徴した。

この「自己点検・評価実施要領」に基づく評価結果をもとに，教育研究費の傾 ② 会計監査の実施状況
， ，斜配分方法を見直し，教育に係る評価の配分率を引き上げ，平成１８年度の予算 会計監査人による会計監査は 契約等における個々の取引の検証だけでなく

配分に適用した 日常の業務フローやそのフローに組み込まれている内部統制を確認することに。【4 【43】】
重点を置いて監査を実施した。

(３) 附属施設の時限の設定状況 ③ 監査結果の運営への活用状況
小学校英語教育センター及び教員教育国際協力センターを設置 時限３年 し 平成１６年度に係る「定期監査」の監査結果は，業務監査及び会計監査にお（ ） ，
両センターの業績について平成１８年度に中間評価を，平成１９年度に最終評価 いては，それぞれ適正に処理しているとのことであったが，是正・改善事項と
を行い，評価結果に基づき施設の存続を決定することとしている して，。【37】

ア：本学が独自に開発して教員養成コア・カリキュラムは，的確な評価を行
い内容を充実させること。◇収容定員を適切に充足した教育活動の状況

(１) 学士・修士・博士・専門職学位課程ごとに収容定員充足状況 イ：大学院の入学定員の充足を図るため，教育組織等を見直すこと。
平成１７年５月現在の学士課程の収容定員の充足率は１１８．５％，修士課程 ウ：教員への就職率向上を図るため，適切な方策を講じること。
の収容定員の充足率は８７．３％であり，それぞれ８５％以上の充足率である。 であった。

アについては，【44】
本学と教育委員会等で組織している「２１世紀の教員養成・教員研修の在
り方に関する検討会議」において，今後評価を行い，授業改善に資するこ◇外部有識者の積極的活用状況

(１) 外部有識者の活用状況 ととしている。
① カリキュラム及び教員研修について検討するため 「２１世紀の教員養成・教 イについては，，

。員研修等の在り方に関する検討会議」を設置し，社会のニーズを反映させるた 大幅な教育組織の改組を含めた教職大学院の設置に向けて諸準備を進めた
め，教育委員会関係者を構成員に加えている ウについては，。【45】
② 地域の要請に応え，自治体と連携し，地域の教育・文化等に貢献する事業を ・大学院生の教員への就職率向上等をねらいとして 「大学院生就職支援ア，
推進するため「鳴門教育大学地域連携協議会」を設置し，自治体関係者，経済 ドバイザー （元校長，非常勤）を平成１８年４月から配置することとし」
界，報道関係者等を構成員に加えている た。。【46】
③ 教職大学院設置に当たり教員養成専門職大学院検討部会及び下部組織として ・就職ガイダンスの内容を見直すとともに，実施回数を週１回から２回に
のカリキュラム検討ワーキング・グループを設け，前者は地元教育委員会教育 増やし，学生のニーズに応えた。
長，総合教育センター所長を，後者は現職教員（校長）等を構成員に加えてい
る また，監査結果に基づく指導・指摘は特に受けなかったが，監査の効率化及。【5-3】

び内部統制の強化を図るため，業務フローを一部見直すこととした。
(２) 経営協議会の審議状況及び運営への活用状況
経営協議会（平成１７年度：４回開催）の学外委員（６人）には，大学経験者
及び地元の徳島県教育委員会，鳴門市，企業等で活躍している有識者を委嘱した。
なお，大学運営への活用の主な事項としては，行政改革の重要方針（平成１７年
１２月閣議決定）の国家公務員の定員の純減目標及び給与構造改革を踏まえ，役員

【1】及び職員の給与構造を見直し，改定したことである。
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各項目共通
◇従前の業務実績の評価結果の運用についての活用状況
平成１６年度の評価結果にて指摘を受けた事項については，平成１７年は以下のよう
に取り組んだ。

○ 「学長を中心とした組織運営体制の整備として，学長の諮問機関としての『改革推
』 ， ，進委員会 の設置や 学内各種委員会が３０から２３に整理統合等が行われているが

引き続き学長のリーダーシップが発揮される体制の整備が期待される 」。

：学長がリーダーシップを発揮する大学運営体制として，学長補佐制度を平成１７年
， （ ， ）１２月から導入し 学長の指示する特定分野 教育連携 研究開発及び入試広報業務

に関してサポートを行い，円滑な業務の遂行に努めた。また，学長の指示する重要事
項（広報業務）をサポートする学長特別補佐制度（学外者）について検討を行い，平

【31】成１８年度から導入することとした。

○ 「講座・研究施設の組織編成や事務の一元化，業務の外部委託等に伴い，教職員に
ついて１１人減という人件費管理計画が策定されている。今後，計画に沿って適切に
定員管理することが期待される 」。

：平成１６年度に策定した教職員の定数管理計画に基づき，計画的に定員配置を行っ
た。また，総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成２１年度までに概ね４％の人件費
を削減するため，今後４年間の人件費削減及び人員削減計画を策定した。

【9-1 【9-2 【10-1 【10-2】】 】 】

○ 「経営協議会については，平成１６年度は５回開催されており，教員就職率向上や
高校生へのＰＲ等について，指摘がなされ，提言を踏まえた取り組みが実施されてい
る。引き続き，大学運営を改善していく上で，経営協議会の積極的な活用が期待され
る 」。

：経営協議会（平成１７年度：４回開催）の学外委員（６人）には，大学経験者及び
地元の徳島県教育委員会，鳴門市，企業等で活躍している有識者を委嘱した。なお，
大学運営への活用の主な事項としては，行政改革の重要方針（平成１７年１２月閣議
決定）の国家公務員の定員の純減目標及び給与構造改革を踏まえ，役員及び職員の給

【1】与構造を見直し，改定したことである。
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Ⅲ 財務内容の改善
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標

1) 科学研究費補助金など外部研究資金その他の自己収入の増加を図る。
2) 地域社会や産業界との連携・交流の強化を図る。中

期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

－－－【１７５】 【１７５】
（16）1)-① 平成１６年度に，外部研 平成１６年４月に設置した研究協力室の充実を図るため，専門職員の配（16年度に実施済みのため，17年度は年

究資金獲得を図るため事務部 置について検討を行い，平成１８年４月から研究協力担当の専門職員を１度計画なし）
門を整備し，事務スタッフを 人配置することとした。
充実する。

予算財務【１７６】 【１７６】
（16～21）1)-② 科学研究費補助金の採択 中期目標期間中の科学研究費補助金の Ⅲ ○文部科学省から講師を招いて科学研究費補助金説明会を開催した。

件数を全学的プロジェクトを 採択件数が平成１６年度に目標値に達し ○教育研究費の配分にも活用する業績評価において，科学研究費補助金の
含め，平成２１年度までに約 たため維持するよう取り組む。 申請・採択状況を評価項目に組み込むことにより，各教員の外部資金獲得
４０件に増加させる。 に対するインセンティブ向上に努めることとした。

○本学ウェブページ上の「補助金・助成金情報」について，内容を充実し
た。
○平成１８年度に戦略的教育研究開発室を設置し，その下部組織として既
存の研究開発専門部会（ＧＰ）及び科学研究費補助金プロジェクト検討会
議を置くことについて検討した。
○平成１７年度に８３件の申請を行い，３２件が採択された （研究分担者。
を含めた採択件数は４２件）

予算財務【１７７】 【１７７】
（16～18）1)-③ 講師派遣事業収入等の研 平成１６年度に設置した予算・財務管 Ⅲ 講師派遣事業収入等を研究費に組み入れるための実施要項を策定した。

究費組み入れを検討するため 理委員会において，引き続き講師派遣事
の委員会を平成１６年度に設 業収入等の研究費組み入れについて検討
置し平成１８年度からこれを する。
実施する。

予算財務【１７８】 【１７８】
学術推進1)-④ 外部研究資金及びその他 独立行政法人国際協力機構から「アフガニスタン国教師教育強化プロジ（18年度から実施予定のため，17年度は
（18～21）の自己収入を，平成２１年度 ェクト」を民間のコンサルタント会社と共同で受託し，外部資金を獲得し年度計画なし）

までに平成１５年度の約１.５ た。
倍に引き上げる。
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進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

広報情報【１７９】 【１７９】
学術研究推進2)-① 平成１６年度から，本学 平成１６年度から引き続き，本学ホー ○平成１６年度から引き続き，本学ウェブページに研究紀要，教育研究支
（16～21）ホームページに各種の研究に ムページに各種の研究に関する事項を掲 援プロジェクト，学長裁量経費研究プロジェクト，及び学会日程等の研究

関する事項を新規掲載するほ 載するほか，国立情報学研究所の電子図 Ⅲ に関する事項を掲載した。
か，国立情報学研究所の電子 書館サービスを利用した研究紀要の公開 ○本学ウェブページに，新たに海外先進教育研究実践支援プログラム，道
図書館サービスを利用した研 などデータベースを活用した積極的な情 徳教育の充実のための教員養成学部等との連携研究事業に関する事項を掲
究紀要の公開などデータベー 報発信に取り組む。 載した。
スを活用した積極的な情報発 ○平成１６年度から引き続き，国立情報学研究所の電子図書館サービスを
信に取り組む。 利用し，研究紀要を公開した。

○学報，研究紀要等の印刷物を紙媒体からウェブページやＣＤによる公開
に変更し，電子媒体による情報発信に取り組んだ。
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Ⅲ 財務内容の改善
２ 経費の抑制に関する目標

1) 「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）において示された総人件費」
改革の実行計画を踏まえ，人件費削減の取組を行う。中

， 。2) 事務の合理化・電子化等により 事務組織の見直しを行い管理経費の抑制を図る
期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

人事【１８０】 【１８０】
予算財務1)-① 総人件費改革の実行計画 平成２１年度までに概ね４％の人件費を削減するため，今後４年間の人（18年度から実施予定のため，17年度は
（18～21）を踏まえ，平成２１年度まで 件費削減及び人員削減計画を策定し，それに応じた人員の削減を平成１８年度計画なし）

に概ね４％の人件費の削減を 年度より実施することとした。
図る。

予算財務【１８１】 【１８１】
（16～21）2)-① 平成１６年度から，各年 管理経費を対前年度比１％の節減を図 Ⅳ 平成１６年度に業務コスト節減検討ワーキング・グループにおいて検討

度の管理経費を対前年度比１ る。 した「業務コスト節減対策」に基づき，電力需給契約の変更，暖房期間・
％の節減を図る。 暖房時間の見直し，印刷物の電子化・部数の見直し等を行い，管理経費に

ついて対前年度比１．７％（約５百万円）の節減を図った。

国立大学法人鳴門教育大学
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Ⅲ 財務内容の改善
３ 資産の運用管理の改善に関する目標

1) 施設設備及び物品の効果的・効率的運用を図る。
中

期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

－－－【１８２】 【１８２】
（16）1)-① 平成１６年度中に固定資 平成１８年度から，減損会計が導入されることに伴い，固定資産に係る（16年度に実施済みのため，17年度は年

産の取得・検収及び処分等に 規程等の見直しについて検討を行い 「会計規程」を改正した。度計画なし） ，
係る制度を確立する。

予算財務【１８３】 【１８３】
施設整備1)-② 職員宿舎及び学生宿舎の 職員宿舎及び学生宿舎の入居率の向上 （職員宿舎）
学生支援入居率の向上を図るため，必 を図るため必要な措置を講ずる。 入居率向上を目的に，職員に対し意識調査（アンケート）を実施し，入
（16～21）要な措置を計画的に実施する Ⅲ 居率向上に向けた整備計画を策定した。。

（学生宿舎）
○入居率向上を目的に，入居選考基準の見直し（入居対象者の拡大）を図
った。
○老朽化する世帯棟（１・２号棟）の２４室を改修した。結果として，入
居率が前年度比６．３％増の９１．７％となった。

国立大学法人鳴門教育大学
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

「業務コスト節減対策」に基づき，電力需給契約の変更，暖房期間・暖房時間１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標
の見直し，印刷物の電子化・部数の見直し等を行い，管理経費について対前年

【9-3 【9-4 【9-5】(１) 文部科学省から講師を招いて科学研究費補助金説明会を開催した。 度比１．７％（約５百万円）の削減を図った。 】 】
教育研究費の配分にも活用する業績評価に，科学研究費補助金の申請・採択状況 ② 「心理・教育相談室 （学外者を対象としたカウンセリング・ルーム）の相談」
を評価項目に組み込むことにより，各教員の外部資金獲得に対するインセンティブ 業務の有料化について検討を行い，平成１８年度から実施することとした。

【8-10】向上に努めることとした。
本学ウェブページ上の「補助金・助成金情報」について，内容を充実した。
平成１８年度に戦略的教育研究開発室を設置し，その下部組織として，既存の研 (２) 財務情報に基づく取り組み実績の分析

， ， ， ， ，究開発専門部会（ＧＰ）及び科学研究費補助金プロジェクト検討会議を置くことに ① 財務分析を行い 運営費交付金比率 人件費率 外部資金比率 自己収入比率
ついて検討した。 教育経費比率，研究経費比率等のデータを活用し，業務外部委託による人件費

の削減，公募型事業等の外部資金の獲得，教育経費の予算配分率のアップ等に
【8-2】(２) 講師派遣事業収入等を研究費に組み入れるための実施要項を策定した。 努めた。

， （ ， ， ，② コスト分析を行い 収入を伴う事業等 入試・学生募集 公開講座 職員宿舎
(３) 独立行政法人国際協力機構から「アフガニスタン国教師教育強化プロジェクト」 学生宿舎，非常勤講師等宿泊施設，文献複写）のコスト率（収入に対する支出

【8-3】を民間のコンサルタント会社と共同で受託し，外部資金を獲得した。 の割合）が１００％を超えるものについて，見直し・改善を行った。

◇人件費等の必要額を見通した財政計画の策定や適切な人員管理計画の策定２ 経費の抑制に関する目標
(１) 財政計画や適切な人員管理計画の策定等を通じ人件費削減に向けた取組状況

(１) 平成２１年度までに概ね４％の人件費を削減するため，今後４年間の人件費削減 ① 中期目標期間中の教職員の定員管理計画に基づき，人件費削減に取り組んでい
【10-1 【10-2】及び人員削減計画を策定し，それに応じた人員の削減を平成１８年度より実施する る。 】

こととした。 ② ①の措置とは別に，今後４年間の人件費削減及び人員削減計画を策定し，平成
【9-1 【9-2】１８年度から実施することとした。 】

(２) 平成１６年度に業務コスト節減検討ワーキング・グループにおいて策定した「業 ③ 平成１６年度に策定した財政計画を見直し，新たな財政計画「中期的財政の
【8-1】務コスト節減対策 に基づき 電力需給契約の変更 暖房期間・暖房時間の見直し 見通しと今後の大学運営について」を策定した」 ， ， ， 。

印刷物の電子化・部数の見直し等を行い 管理経費について対前年度比１ ７％ 約， ． （
５百万円）の節減を図った。 各項目共通

◇従前の業務実績の評価結果の運用についての活用状況
(３) 学報，研究紀要等の印刷物を紙媒体からウェブページやＣＤ等の電子媒体に変更 平成１６年度の評価結果にて指摘を受けた事項については，平成１７年は以下のよう
することにより，印刷経費の節減を図った。 に取り組んだ。

(４) 非常勤講師単価の引き下げについて検討し，平成１８年度から新単価を適用する ○ 「教育大学は外部資金確保が難しいといわれているところ，科学研究費補助金の採
こととした （平成１７年度と比較して，１時間単価あたり２００円の減） 択件数が中期計画の数値目標以上の件数が採択されていることは評価できる。なお，。

外部研究資金の更なる獲得に向けた具体的方策の検討が期待される 」。
(５) 教職員及び学生による学内一斉清掃を定期的に実施し，学内清掃費の節減を図っ
た。 ：平成１６年度にとりまとめた外部研究資金を確保するための方策を基に，科学研究

費補助金に特化した「科学研究費補助金申請に向けての取り組み」を策定し，研究の
【8-6 【8-7】(６) 業務外部委託計画に基づき，図書契約事務，学内使送業務，附属小学校給食調理 推進に努めた。 】

業務の３件を外部委託した。また，平成１８年度から旅費計算業務，附属図書館目 ：平成１６年４月に設置した研究協力室の充実を図るため，専門職員の配置について
。 ， 。録データ入力業務を外部委託するための諸準備を行った （５，６３７千円削減） 検討を行い 平成１８年４月から研究協力担当の専門職員を１人配置することとした

講師派遣事業収入等を研究費に組み入れるための実施要項を策定した。
独立行政法人国際協力機構から「アフガニスタン国教師教育強化プロジェクト」を３ 資産の運用管理の改善に関する目標

【8-4】民間のコンサルタント会社と共同で受託し，外部資金を獲得した。
(１) 資金の運用について検討を行い，平成１８年度から３億円を定期預金により短期
運用することとした。 ○ 「経費の抑制に関し，複数年方式による電力供給契約等により，管理経費について

対前年度１％の節減が図られており，年度計画を順調に実施されているが，引き続き
管理経費節減に向けた具体的な取り組みが期待される 」各年度終了時の評価に係る実施要領に基づく観点（【 】 ）は別添資料編の資料番号を示す 。

：平成１６年度に業務コスト節減検討ワーキング・グループにおいて検討した「業務２ 財務内容の改善
コスト節減対策」に基づき，電力需給契約の変更，暖房期間・暖房時間の見直し，印◇財務内容の改善・充実

(１) 経費の節減，自己収入の増加に向けた取り組み状況 刷物の電子化・部数の見直し等を行い，管理経費について対前年度比１．７％（約５
【9-3 【9-4 【9-5】① 平成１６年度に業務コスト節減検討ワーキング・グループにおいて検討した 百万円）の節減を図った。 】 】

国立大学法人鳴門教育大学
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
１ 評価の充実に関する目標

1) 自己点検・評価体制等の充実を図るとともに，教員に対する多様な評価システム
を導入し，その評価結果を大学運営の改善・充実に十分に反映させる。中

期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

評価【１８４】 【１８４】
（16,17）1)-① 平成１６年度までに，点 点検・評価の結果を大学運営に反映さ ○平成１６年度にとりまとめた 自己点検・評価実施に関する基本的事項「 」

， 「 」検・評価及びそのための情報 せるシステムを構築する。 Ⅲ に基づき 教育・研究活動等を評価するために 自己点検・評価実施要領
分析を担当する評価室 仮称 を制定し，平成１８年度から実施することとした。（ ）
を設置するとともに，平成１ ○講座及び教員に対し，学長の定める重点目標及び分野別（教育，研究，
７年度までに，点検・評価の 大学運営，地域貢献）の項目について自己点検・評価並びに業績評価を実
結果を大学運営に反映させる 施した。
システムを構築する。 ○自己点検・評価結果は講座及び教員に通知することにより教育の質の向

上に，業績評価結果は教育研究費配分にそれぞれ活用し，大学運営に反映
させる。

人事【１８５】 【１８５】
評価1)-② 平成１７年度に，教員の 教員の教育研究業績に対する評価シス Ⅲ ○平成１６年度にとりまとめた 自己点検・評価実施に関する基本的事項「 」
（17,18）教育研究業績に対する評価シ テムを構築する。 に基づき 教育・研究活動等を評価するために 自己点検・評価実施要領， 「 」

ステムの検討を行い，平成１ を制定した。
８年度から導入する。 ○平成１８年度に，評価システムをより充実させるための検討を行う。

評価【１８６】 【１８６】
（19）1)-③ 平成１９年度に，教員の 平成１６年度にとりまとめた 自己点検・評価実施に関する基本的事項（19年度から実施予定のため，17年度は 「 」

， 「 」活動状況等を調査し，その結 に基づき 教育・研究活動等を評価するために 自己点検・評価実施要領年度計画なし）
果に応じた総合的な教員評価 を制定した。
を行うシステムを構築する。

評価【１８７】 【１８７】
（20）1)-④ 平成２０年度に，国立大 教育研究活動における第三者評価として，大学機関別認証評価を受ける（20年度から実施予定のため，17年度は

学法人化後の学士課程及び修 こととした。なお，認証評価機関は大学評価・学位授与機構とし，平成１年度計画なし）
士課程における教育研究活動 ９年度に評価を受けることとした。

。等について第三者評価を行う
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
２ 情報公開等の推進に関する目標

1) 教育研究活動等の状況について，積極的に情報を社会に提供するため，広報体制
の充実・強化を図る。中
2) 広報活動の基本となるプランを策定し，プランに基づき効果的・効率的な広報活
動を推進する。期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

広報情報【１８８】 【１８８】
（17）1)-① 平成１７年度に，学生が 学生がホームページ及び広報誌の企画 ○大学とクラス代表学生との懇談会において，学生がウェブページ及び広

ホームページ及び広報誌の企 ・発行等の広報活動に参画できる体制を Ⅲ 報誌の企画・発行等の広報活動に参画することについて協力要請を行い，
画・発行等の広報活動に参画 確立し，広報活動の一層の強化・充実を 学生の協力体制を確立した。
できる体制づくりを行い，広 図る。 ○学部・大学院生等によるアンケート等により作成した「鳴門教育大学ホ
報活動の一層の強化・充実を ームページの充実－そのリニューアル方針－」に基づき，平成１８年４月
図る。 から全面リニューアルすることとした。

広報情報【１８９】 【１８９】
（19）1)-② 平成１９年度に，学生を 平成１９年度の実施に先立ち，学生を含めた全学的な組織により広報活（19年度から実施予定のため，17年度は

含めた全学的な組織により広 動を自己点検・評価する体制を整備する準備段階として，大学とクラス代年度計画なし）
報活動を自己点検・評価する 表学生との懇談会において，学生がウェブページ及び広報誌の企画・発行
体制を整備し，広報活動の在 等の広報活動に参画することについて協力要請を行い，学生の協力体制を
り方に関する点検・評価を実 確立した。
施する。

広報情報【１９０】 【１９０】
（20）1)-③ 平成２０年度に，大学の 大学の知的情報を一元的に掌握し，データベース化を推進するため，担（20年度から実施予定のため，17年度は

知的情報を一元的に掌握し， 当の理事及び事務担当を定め，データベースに係る説明会や研修会に積極年度計画なし）
データーベース化を推進し， 的に参加させるなど推進体制の確立に取り組んでいる。
社会の求めに応じた情報を適
切に加工して提供できる機能
を備えた大学情報サービス室
（仮称）を設置する。

広報情報【１９１】 【１９１】
（20）2)-① 平成２０年度に，平成２ （20年度から実施予定のため，17年度は

年度計画なし）２年度以降の「情報サービス
プラン（仮称 」を策定する。）
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進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

広報情報【１９２】 【１９２】
（16）2)-② 平成１６年度までに，広 「中期目標期間中の広報活動・情報公開推進方針」に基づき，学報を紙（16年度に実施済みのため，17年度は年

報誌（電子媒体を含む ）の点 媒体から電子媒体に変更し，内容を見直し学事情報「鳴風 （めいふう）と。 」度計画なし）
検・見直しを行い「広報プラ して学内ウェブページに公開することとした。
ン（仮称 」を策定する。）

広報情報【１９３】 【１９３】
（18）2)-③ 平成１８年度に，国外向 本学ウェブページのリニューアルに伴い，国外向けの英語版による情報（18年度から実施予定のため，17年度は

けの英語版等によるホームペ を暫定的に掲載することとした。年度計画なし）
ージを開設する。
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Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項

○ 「広報担当理事に地元新聞社の役員を登用するとともに 『中期目標期間中の広報活，
動・情報公開推進方針』を策定するなど，開かれた大学作りに向けた体制の整備は順１ 評価の充実に関する目標
調に進んでいる。情報公開等の推進に向けた具体的な取り組みは，平成１７年度以降

(１) 平成１６年度にとりまとめた「自己点検・評価実施に関する基本的事項」に基づ に実施されることになるが，可能な業務から実施に移されることが求められる 」。
き，教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制定し，平
成１８年度から実施することとした。 ：学長の指示する重要事項（広報業務）をサポートする学長特別補佐制度（学外者）

【31】講座及び教員に対し 学長の定める重点目標及び分野別 教育 研究 大学運営 について検討を行い，平成１８年度から導入することとした， （ ， ， ， 。
地域貢献）の項目について自己点検・評価並びに業績評価を実施した。 「中期目標期間中の広報活動・情報公開推進方針」に基づき，学報を紙媒体から電
自己点検・評価結果は講座及び教員に通知するとともに，給与決定等，教育研究 子媒体に変更し，内容を見直し学事情報「鳴風 （めいふう）として学内ウェブページ」
費配分に活用することにより，教育の質の向上及び大学運営に反映させる。 に公開することとし，また本学ウェブページのリニューアルに伴い，国外向けの英語

【52 【53 【54】版による情報を掲載することとした。 】 】
２ 情報公開等の推進に関する目標

(１) 積極的な情報公開及び情報発信を行うため，本学の学生及び教職員の協力（学生
の協力体制の確立）を得て，本学のウェブページを平成１８年４月から全面リニュ
ーアルすることとした。

（【 】 ）各年度終了時の評価に係る実施要領に基づく観点 は別添資料編の資料番号を示す

３ 自己点検・評価及び情報提供
◇自己点検・評価の実施
(１) 自己点検・評価の状況

「 」（ ）① 平成１６年度の自己点検・評価の状況を 自己評価結果報告書 体裁：冊子
【48】としてまとめ，関係機関に送付した。

② 「平成１６事業年度に係る業務の実績に関する報告書」を本学のウェブペー
ジに掲載している。

◇情報公開の促進
(１) 情報発信に向けた取り組み状況

平成１７年度広報活動計画に基づき 「ウェブページのリニューアル 「大学， 」，
紹介ＤＶＤの作成 「報道機関等への積極的な情報提供」等を行った。」，

【11-1 【49 【50】】 】

各項目共通
◇従前の業務実績の評価結果の運用についての活用状況
平成１６年度の評価結果にて指摘を受けた事項については，平成１７年は以下のよう
に取り組んだ。

○ 「自己点検・評価に関しては，学内委員会での検討結果を『自己点検・評価実施に
関する基本的事項」としてまとめ，年度計画は順調に実施されている。教員の研究業
績に対する評価システムの検討及び評価結果を大学運営に反映させるシステムの構築
の検討は平成17年度以降となっているが，可能な事項については，早期の実施が求め
られる 」。

「 」 ，：平成１６年度にとりまとめた 自己点検・評価実施に関する基本的事項 に基づき
教育・研究活動等を評価するために「自己点検・評価実施要領」を制定した。また，
業績評価の評価結果を給与に反映させるため 「業績評価を反映する給与システムにつ，

【43 【51】いて」を制定し，平成１８年度から実施することとした。 】
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Ⅴ その他業務運営
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

1) 鳴門教育大学では，活発な教育研究活動を展開し，優れた指導能力を備えた教員
を養成し，また，現職教員に高度な研究，研鑽の機会を確保し開かれた大学として中
様々な教育研究等の目標及び計画を実現するために施設整備を大学のトップマネッ
ジメントの一つと位置づけ以下のことを推進する。期
○ 全学的視点に立ったスペース配分など施設設備の有効活用
○ 施設設備の機能保全や施設水準の維持管理目
○ 全学的・長期的視点よりスペース・機能の確保及び必要に応じた施設の整備

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

施設整備【１９４】 【１９４】
（16～21）1)-① 既存施設の点検・評価に 既存施設の点検・評価に基づく施設設 平成１６年度の点検により確保したスペースを院生研究室の狭隘な講座

基づく施設設備・利用状況を 備・利用状況を再度点検し，全学的かつ Ⅲ に対し，再配分を行った。また，平成１７年度点検によって抽出したスペ
再度点検し，全学的かつ計画 計画的で効率的なスペースを確保する。 ースを，就職支援を充実させるために就職支援室の拡充及び長期履修生を
的で効率的なスペースを確保 対象とした連絡室を新たに設けて，平成１８年度より共用を開始すること
する。 とした。

施設整備【１９５】 【１９５】
（16～21）1)-② 老朽化する附属学校園の 老朽化する附属学校園の教育施設の老 ○附属養護学校体育館の耐震改修を実施し，安全への強化を図った。

教育施設の老朽改善，教育環 朽改善，教育環境改善，耐震性の強化， Ⅲ ○附属小・中学校の体育館の耐震改修計画を策定し，平成１７・１８年度
境改善，耐震性の強化，教育 教育研究の活性化及び有効活用を図り経 に改修工事を実施することとした。
研究の活性化及び有効活用を 済・社会構造の変革に備えたセーフティ
図り経済・社会構造の変革に ネットを構築し，安全な教育環境の整備
備えたセーフティネットを構 を図る。
築し，安全な教育環境の整備
を図る。

施設整備【１９６】 【１９６】
（16～21）1)-③ 長期にわたって施設設備 長期にわたって施設設備を良好な状態 Ⅲ 施設設備の不具合を未然に察知し改善するために，常時の点検・保守の

， 。を良好な状態に保ち，大学の に保ち，大学の教育研究活動を保証する 他に施設パトロールを実施し 常に良好な状態が維持できるように努めた
教育研究活動を保証するよう ような施設水準を保つ。
な施設水準を保つ。

施設整備【１９７】 【１９７】
（16～21）1)-④ 開かれたキャンパス環境 開かれたキャンパス環境の改善等の措 ○施設設備の不具合を未然に察知し改善するために，常時の点検・保守の

の改善等の措置を図り施設整 置を図り，施設整備・管理に当たっては Ⅲ 他に施設パトロールを実施し，バリアフリー等の対応を行っている。
備・管理に当たってはバリア バリアフリー，環境保全など社会的要請 ○附属養護学校を重点に未整備の段差を解消し，車椅子での通行を可能に
フリー，環境保全など社会的 への対応を行う。 した。また，施設パトロールによって発見された転落事故が予想される箇
要請への対応を行う。 所での防止柵の整備の他，災害時に緊急車が容易に活動できるよう，進入

路の拡幅整備を行った。
○大学構内のサイン（標識等）の見直し改善のための年次計画を策定し，
平成１７年度分を実施した。
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進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

施設整備【１９８】 【１９８】
（16～21）1)-⑤ 施設マネジメントの観点 施設マネジメントの観点から，過去の ○平成１６年度に作成した空調の改修計画を基に概算要求を行った また。 ，

から，過去の改修歴等の維持 改修歴等の維持管理の状況の検証及び， Ⅲ 改修計画のうち，軽微なものは営繕事業で実施した。
管理の状況の検証及び，経営 経営的視点に基づく計画的維持管理実施 ○過去の修繕履歴で紙データとなっているものをデジタル化する業務に着
的視点に基づく計画的維持管 のための計画の策定を行う。 手した。これは，将来予定の修繕履歴データベースの基礎となるものであ
理実施のための計画の策定を る。
行う。

施設整備【１９９】 【１９９】
（16～21）1)-⑥ 新たな整備手法の導入の 新たな整備手法の導入の推進，土地・ Ⅲ ○外国人留学生に適した居住施設が必要なことから，学生宿舎の改修を計

推進，土地・建物・設備等資 建物・設備等資産の有効活用を行う。 画し，民間資金（寄付）などの導入に向けた協力要請を行った。
産の有効活用を行う。 ○施設・設備の有効活用を行うため，非常勤講師宿泊施設（高島会館）の

利用基準の見直しを行うほか，施設の開放に努めた。

施設整備【２００】 【２００】
（16～21）1)-⑦ 本中期目標期間中に整備 本年度中に整備する施設・整備はⅩ１ Ⅲ ○年次整備計画に基づき 「附属養護学校屋内運動場改修」及び「図書館等，

する施設・設備は，Ｘその他 のとおりである。 空調設備改修」を実施した。
１ 施設・設備に関する計画 ○財産処分収入により 「附属小学校特別教室棟等改修」を実施した。「 」 ，
のとおりである。 ○施設パトロールにより「小規模改修」を実施した。

国立大学法人鳴門教育大学

-61-



Ⅴ その他業務運営
２ 安全管理に関する目標

1) 防災及び安全衛生管理体制を確立し，教職員並びに学生の安全を確保し，安全衛
生意識の高揚を図る。中

期

目

標

進 ウ
中期計画 年度計画 捗 判断理由（計画の実施状況等） ェ

状 イ
況 ト

衛生【２０１】 【２０１】
施設整備1)-① 平成１６年度に安全衛生 安全衛生管理委員会を毎月開催し，定期パトロールを行い随時安全対策（16年度に実施済みのため，17年度は年
（16）管理体制を整備し，計画的に を講じている。度計画なし）

安全対策を講じる。

衛生【２０２】 【２０２】
施設整備1)-② 平成１６年度に防災マニ 鳴門市の協力を得て，地域住民と合同で南海・東南海地震による津波の（16年度に実施済みのため，17年度は年
（16）ュアルを整備し，計画的に防 発生を想定して，避難訓練を行った。度計画なし）

災訓練を行う。

衛生【２０３】 【２０３】
施設整備1)-③ 安全衛生への意識の高揚 安全衛生への意識の高揚を図るため， Ⅲ ○新任職員を対象に安全衛生教育研修を，職員・学生を対象としてメンタ
（16～21）を図るため，教育広報活動を 教育広報活動を計画的に実施する。 ルヘルスに関する講演会を実施した。

計画的に実施する。 ○平成１６年度の安全衛生活動を本学のウェブページに掲載し，安全衛生
への意識の高揚を図った。

衛生【２０４】 【２０４】
施設整備1)-④ 教職員及び学生からの環 教職員及び学生からの環境安全衛生に Ⅲ 職員・学生を対象に安全衛生に関するアンケートを実施し，整備計画を
（16～21）境安全衛生に関する意見を反 関する意見を反映させるシステムを整備 策定した。

映させるシステムを整備し， し，計画的に施設・設備を整備する。
計画的に施設・設備を整備す
る。
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Ⅴ その他業務運営に関する特記事項

◇危機管理への対応策【14】１ 施設設備の整備・活用に関する目標
(１)危機管理マニュアルの策定など，災害，事件等に関する危機管理の態勢の状況

(１) 平成１６年度の点検により確保したスペースを院生研究室の狭隘な講座に対し， 危機管理・リスクマネジメント担当部署を定め，担当部署ごとに危機管理マニュ
再配分を行った。 アル等を策定し，危機管理に対応できる体制を整備するとともに，定期的に防災訓
また，平成１７年度点検によって抽出したスペースを，就職支援を充実させるた 練を実施している。
めに就職支援室の拡充及び長期履修生を対象とした連絡室を新たに設けて，平成１ 具体的には，南海・東南海地震を想定した「地震防災マニュアル ，附属学校園」
８年度より使用することとした。 における「危機管理マニュアル 「学生宿舎地区での災害等の緊急連絡体制 「学」， 」，

生の課外活動中における事故等の緊急連絡体制 「新型インフルエンザに関する情」，
(２) 施設設備の不具合を未然に察知し改善するために，常時の点検・保守の他に施設 報収集体制」等である。
パトロールを実施し，バリアフリー等の対応を行うほか，常に良好な状態が維持で
きるように努めた。 各項目共通

◇従前の業務実績の評価結果の運用についての活用状況附属養護学校を重点に未整備の段差を解消し，車椅子での通行を可能にした。ま
た，施設パトロールによって発見された転落事故が予想される箇所での防止柵の整 平成１６年度の評価結果にて指摘を受けた事項については，平成１７年は以下のよう
備の他，災害時に緊急車が容易に活動できるよう，進入路の拡幅整備を行った。 に取り組んだ。

○ 「南海・東南海地震を想定した「地震防災マニュアル」を作成し，学生・教職員に２ 安全管理に関する目標
周知するとともに，教職員・学生の参加による防災訓練が実施されている。また，ウ

(１) 鳴門市の協力を得て，地域住民と合同で南海・東南海地震による津波の発生を想 ェブサイトに安全衛生管理体制の情報を掲載するなど，安全衛生意識の高揚が図られ
， ， ，定して，避難訓練を行った。 ており 年度計画が順調に実施されているが これらの方策が教職員や学生に浸透し

成果があがることが期待される 」。
(２) 新任職員を対象に安全衛生教育研修を，全学職員・学生を対象としてメンタルヘ
ルスに関する講演会を実施した。 ：鳴門市の協力を得て，地域住民と合同で南海・東南海地震による津波の発生を想定
平成１６年度の安全衛生活動を本学のウェブページに掲載し，安全衛生への意識 して，避難訓練を行った。また，危機管理・リスクマネジメント担当部署を定め，担
の高揚を図った。 当部署ごとに危機管理マニュアル等を策定し，ウェブで公開するなど，危機管理に対

【13-1】応できる体制を整備するとともに，定期的に防災訓練を実施している。
(３) 全学職員・学生を対象に安全衛生に関するアンケートを実施した。それらの意見 具体的には，南海・東南海地震を想定した「地震防災マニュアル ，附属学校園にお」
を参考に整備計画を策定し，平成１８年度からその整備を実施する予定である。 ける「危機管理マニュアル 「学生宿舎地区での災害等の緊急連絡体制 「学生の課」， 」，

外活動中における事故等の緊急連絡体制 「新型インフルエンザに関する情報収集体」，
は別添資料編の資料番号を示す 【14】各年度終了時の評価に係る実施要領に基づく観点（【 】 ） 制」等である。

４ その他の業務運営に関する重要事項
◇施設マネジメント等の状況【12】
(１)施設マネジメント実施体制
学長のリーダーシップの下，事務局長を委員長として「施設整備委員会」におい
， ， ，て 施設のマネジメントに関する重要事項を検討するとともに 検討結果を踏まえ
施設課において施設のマネジメントを推進している。

(２)キャンパスマスタープラン等の策定状況
キャンパスマスタープランを策定している。

(３)施設維持管理の計画的実施
年次整備計画に基づき，施設維持管理を計画的に実施した。主な事項としては，
「附属養護学校室内運動場の改修 「附属小学校の特別教室棟等の改修 「附属図」， 」，
書館等空調設備の改修」等である。
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Ⅵ 予算（人件費見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画

※ 財務諸表及び決算報告書を参照

Ⅶ 短 期 借 入 金 の 限 度 額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
１０億円 １０億円 該当なし

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生
等により緊急に必要となる対策費として借り 等により緊急に必要となる対策費として借り
入れすることも想定される。 入れすることも想定される。

Ⅷ 重 要 財 産 を 譲 渡 し 、 又 は 担 保 に 供 す る 計 画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

国立大学法人鳴門教育大学附属小学校の土 国立大学法人鳴門教育大学附属小学校の土 徳島市の都市計画事業（道路拡幅）の実施
地の一部（徳島県徳島市南前川町１丁目１番 地の一部（徳島県徳島市南前川町１丁目１番 に伴い，国立大学法人鳴門教育大学附属小学
地，８１４．２１㎡）を譲渡する。 地，８１４．２１㎡）を譲渡する。 校の土地の一部（徳島県徳島市南前川町１丁

目１番地，８１４．２１㎡）を徳島市に譲渡
した。

Ⅸ 剰 余 金 の 使 途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は，教 決算において剰余金が発生した場合は，教 決算において，剰余金が発生したので，教
育研究の質の向上及び組織運営の改善に充て 育研究の質の向上及び組織運営の改善に充て 育研究の質の向上及び組織運営の改善に充て
る。 る。 ることとした。
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Ⅹ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源

・小規模改修 総額 １５１ 施設整備費補助金 ・小規模改修 総額 １１２ 施設整備費補助金 ・小規模改修 総額 １２３ 施設整備費補助金
・災害復旧工事 （１５１） ・附属養護学校屋内 （ ４０） （ ４４）

船舶建造費補助金 運動場改修 船舶建造費補助金 船舶建造費補助金
（ ） ・附属小学校特別教 （ ） （ ）

長期借入金 室棟等改修 長期借入金 長期借入金
（ ） （ ） （ ）

国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン
ター施設費交付金 ター施設費交付金 ター施設費交付金

（ ） （ ２４） （ ２４）
財産処分収入 財産処分収入 財産処分収入

（ ） （ ４８） （ ５５）

（注１） 金額については見込みであり，中期目標を達成するために必 （注） ・施設整備費補助人に係る支出増は，補正予算に伴うものである。金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等を勘案
要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合 ・財産処分収入に係る支出増は，諸経費の増加に伴うものである。した施設・設備の整備や，老朽度合等を勘案した施設・設備の

改修等が追加されることもあり得る。等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。
（注２） 規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算し

ている。
なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，
国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入金につい
ては，事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，具
体的な額については，各事業年度の予算編成過程等において決
定される。

○ 計画の実施状況等

・小規模改修 改修内容は，危険箇所補修，緊急車輌進入路整
備，防水補修等である。

・災害復旧工事 平成１６年度に完了している。
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Ⅹ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

人員管理を人件費総額で管理することとなるが，運営費 教職員の適正な配置，養成，評価及び計画的な人事交流 「Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成す
交付金の算定ルールなどを参考に，第１期中期目標期間中 の実施 るための措置」Ｐ４４，４５，参照
の適正な人員配置を計画する。 ① 平成１８年度に導入することとしている教員の任期

制について検討を行う。
② 平成１６年度に見直した教員選考基準，選考方法及
び選考結果を公開する。
③ 平成１６年度に設置した人事委員会及び評価委員会
において業績評価及びこれを反映する給与システムに
ついて，引き続き検討する。
④ 平成１６年度に策定した教職員の定数管理計画に基
づき，計画的に定数管理を行う。
⑤ 平成１６年度に策定した事務系職員の採用，養成並
びに人事交流に係る指針及び具体的方策を，本年度か
ら実施する。
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（ 、 ）○ 別表 学部の学科 研究科の専攻等

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a) 100
(人) (人）

（％）
学校教育学部 ４００ ４７４ １１８．５
学校教育教員養成課程 ４００ ４７４ １１８．５

大学院学校教育研究科 ６００ ５２４ ８７．３
学校教育専攻 ２８５ ２２９ ８０．４
障害児教育専攻 ４０ ３５ ８７．５
教科・領域教育専攻 ２７５ ２６０ ９４．５

附属小学校 ７２０ ６８６ ９５．３

附属中学校 ４８０ ４６６ ９７．１

附属養護学校 ６０ ６０ １００

附属幼稚園 １６０ １４６ ９１．３

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

○ 計画の実施状況等

（１） 収容定員に関する計画の実施状況
学部，附属学校の収容定員に対する充足率はほぼ達成できているが，大学院
においては，毎年定員を下回っている。これは，大学院の入学定員の３分の２
程度は初等中等教育における３年以上の教職経験を有する者を以て充てること
としており，この教職経験者の志願者が毎年減少傾向にあることが，定員充足
出来ない要因の一つである。
今後は，教職大学院の平成２０年度設置も含め，教育課程の充実，授業内容
の改善及び広報活動を行い，引き続き大学院定員充足に努める。

（２） 収容定員と収容数に差がある理由（±１５％を超える場合）

【学校教育学部】
学校教育教員養成課程の場合（１１８．５％）
○ 入学辞退者による定員割れを防ぐため，例年入学定員より多くの合格者を
出すこととしているが，学校教育学部の入学辞退者が想定より少なかったこ
と及び留年生が１０名存在することが主な理由である。

【大学院学校教育研究科】
学校教育専攻の場合（８０．４％）
○ 学校教育研究科の合格状況は入学定員を上回るものであったが，入学辞退
者が想定より多かったこと及び地方自治体からの派遣による現職教員受験生
の減少が主な理由である。
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